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〔原著論文〕

ドイツにおけるケアの専門家スタンダード
Expert Standards in Care in Germany

松本由美（Matsumoto Yumi）１

要旨（日本語）
日本では人口の高齢化に伴い要介護高齢者が増加している。介護保険によって提供され
る介護サービスの質は，要介護者の生活に大きな影響を与える。このため，介護サービス
の質の向上のためのさまざまな取組みが行われてきたが，科学的に効果が裏付けられた介
護の実践は十分ではない。一方でドイツでは，ケア科学の知見に基づく「専門家スタンダー
ド」が存在し，ケア専門職と研究者が一体となって作成や実施に取り組んでいる。
本稿は，ドイツにおけるケアの専門家スタンダートについて検討し，ケアの質確保のた
めにどのような役割を果たしているのかを明らかにすることを目的とする。検討を通じ
て，ケアの質確保のツールとしての重要なポイントを明らかにし，日本への示唆を得た。

要旨（英語）
In Japan, the number of elderly people in need of long-term care is increasing due to the ag-
ing of the population. The quality of long-term care services provided by long-term care insur-
ance has a significant impact on the lives of people in need of long-term care. For this reason,
various efforts have been made to improve the quality of the care services, but scientifically
proven care practices are not sufficient. In Germany, there are "expert standards" based on the
knowledge of care science, and care professionals and researchers are working together to cre-
ate and implement them.
The purpose of this paper was to examine the expert standards in care in Germany and to
clarify the role they play in ensuring the quality of care. Through the study, I elaborated impor-
tant points of the expert standards and clarified how they can act as a tool for ensuring good
care quality, thus obtaining suggestions for Japan.
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はじめに
日本では人口の高齢化に伴い介護を必要とする高齢者が増加している。これに対応する
介護保険は，要介護状態となった高齢者が尊厳を保持しながら安心して日常生活を送るこ
とができるよう必要な給付を行う制度であり，介護保険によって提供される介護サービス
の質は要介護者の生活に大きな影響を与える。このため，制度の創設以来，介護サービス
の質の向上のためさまざまな取組みが行われてきたが１），依然として，介護分野では科学
的に効果が裏付けられた介護が十分に実践されているとは言い難い状況である２）。
日本に先んじて１９９５年に介護保険制度を導入したドイツには，ケア科学（Pflegewissen-
schaft）の知見に基づく「専門家スタンダード（Expertenstandard）」が存在する。ケア
の専門家スタンダードは，重要なケアの課題ごとにエビデンス（科学的根拠）に基づいた
ケアのあり方を示すものであり，ケアの質の向上を目的としている。また，現場のケア専
門職と研究者が一体となって専門家スタンダードの作成や実施に取り組んでおり，実践と
研究の協働性や双方向性という観点からも注目される。このような取組みについて検討す
ることは，日本におけるケアの質の向上を考えるうえでも重要であるが，これまで専門家
スタンダードの作成プロセスや具体的な内容についての研究は十分に行われていない。
本稿は，ドイツにおけるケアの専門家スタンダードについて検討し，ケアの質確保のた
めにどのような役割を果たしているのかを明らかにすることを目的とする。また，質確保
のツールとしての重要なポイントを整理し，日本への示唆を得ることとしたい。

１．ケアの位置づけと質確保
（１）ケアの位置づけ
ドイツにおける「ケア（Pflege）」は，日本における「介護」と「看護」の両方を含む

概念である。ケアの対象者を区別する場合には，高齢者ケア（Altenpflege），病人ケア
（Krankenpflege）あるいは病児ケア（Kinderkrankenpflege）という言葉が用いられる。
高齢者ケアはおおむね日本の「介護」，病人および病児ケアは「看護」に相当する。従来，
ケアの専門職資格もこれらの三つ（高齢者介護士，看護師，小児看護師）に分かれており，
養成教育制度も異なっていたが，２０１７年に制定されたケア職法（Pflegeberufegesetz）によ
り，２０２０年から養成教育制度が統一された。これにより，新たな養成教育を修了した者は，
ケア専門師（Pflegefachperson）の資格を持ち，ジェネラリストとしてあらゆる分野です
べての年齢層を対象としたケアを担うことができるようになった（松本（勝）２０２２：５‐
６）。このように，ケアの専門職をめぐる政策においては，ケアを統一的に把握する方向
性が見て取れる。なお，病院・施設あるいは在宅でのケアの提供は，ケア専門師のみが行っ
ているわけではない。統計資料によると，ケア専門師（および同等資格の保有者）が占め
る割合は，２０２１年現在，在宅ケアでは全従事者の約４割，施設ケアでは同約３割であり，
高齢者ケア補助者や病人ケア補助者等，多様な職業資格の保有者がケアに従事している３）。
また，本稿で注目する専門家スタンダードは，作成当初から，あらゆる分野のすべての
年齢層を対象としたケアを対象としている。つまり専門家スタンダードは，日本の状況に
照らすと，介護と看護の両領域に共通するケアのあり方を示したものといえる。
なお，専門職によるケアとあわせて，とくに在宅においては家族によるケアが重要であ
るが，専門家スタンダードは専門職によるケアを対象としたものであるため，本稿では職

福祉健康科学 第５号・第２集（２０２５年３月）

３４



業的に行われるケアに限定して検討を行うこととする。

（２）ケアの質確保
ドイツでは，ケアの質確保をめぐって多様な研究が行われ，政策的にも大きな関心が寄
せられている４）。これらについて網羅的に検討することは本稿の目的からは外れるため，
必要な範囲に限定し，介護保険の枠組みで提供されるケアの質確保の主体や方法について
整理しておきたい。
ケアの質確保に関わる主体としては，まずは政府が挙げられる。政府は国民に質の高い
ケアを保障する役割を担い，法令等によってケアの質の確保を図っている。
つづいて，介護保険の保険者（ドイツでは介護金庫）もケアの質を確保する役割を担っ
ている。保険者にはケアが必要な被保険者に対して質の確保された給付を行うことが求め
られる。なお，医療保険においても同様に保険者には質確保の義務があるが，介護保険と
は少し事情が異なる。医療保険は必要な医療の全体をカバーする給付を行うため，給付の
質に関する保険者の役割や責任も明確であるのに対して，介護保険は定められた上限額ま
でしか給付を行わない（つまり，部分給付である）ため，質確保における保険者の役割は
必ずしも明確ではない５）。
また，ケアを提供する個々のケア施設・事業者は，患者や利用者との契約に基づき，質
の確保されたケアを提供する義務がある。ケアを担う専門職は職業倫理に基づいてケアの
提供を行うとともに，ケア施設・事業者による質確保の枠組みにおいて求められる任務を
遂行する。さらにケア施設・事業者の団体，専門職の職能団体等は，ケアの質をめぐって
他の関係主体と協議し，質確保の取組みを推進するなど，政策面でも一定の役割を担うこ
とが想定される。
以上のような整理をふまえて，質確保のツールとしての専門家スタンダードの位置づけ
を，あらかじめ大まかに示しておきたい。介護保険について定める社会法典第１１編（以下，
介護保険法という）には，当初からケアの質に関する拘束力のある規定が盛り込まれてい
た。これは，法律に従って介護金庫とケア施設等が質確保の取決めを行う仕組みである。
一方で専門家スタンダードは，介護保険とは無関係に専門職と研究者によって自主的に作
成され，ケアの質確保に積極的な施設や事業者のイニシアティブによって活用されてい
た。このようなか，専門家スタンダードが政策的に注目され，ケアの質確保のツールとし
て介護保険制度に導入されることになった。
専門家スタンダードをめぐる関係主体の役割や動きを把握するために，まずはケアの質
確保をめぐる法制度の展開について検討する。

２．ケアの質に関する法制度
（１）ケアの原則・基準
ケアの質をめぐる政策的な取組みは，介護保険制度の創設によって本格的に始まった。
それまで限定的で個別の取組みに過ぎなかったケアの質確保は，介護保険法によって関係
当事者に義務化されることとなった。この義務の導入によって，ケア提供をめぐる大きな
変化が始まるとともに，ケアの質が不十分であることが広く認識されるようになった６）。
最初に，介護保険法におけるケアの質の規定について確認しておきたい。１９９４年５月に
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制定された介護保険法は，ケアの質確保の基礎となる事項について関係当事者が合意し，
取決めを行う枠組みを導入した。同法第８０条により，介護金庫の中央連合会，社会扶助の
広域的主体の連邦協議会，地方自治体の全国連合会およびケア施設開設者の連邦レベルの
団体には，在宅・施設ケアの質および質確保のための原則（Grundsätze）と基準（Maß-
stäbe）を共同で，かつ統一的に取り決めるという役割が与えられた7)。この取決めは，す
べての介護金庫とその連合会，および認可されたケア施設に対して直接的な拘束力を持
つ。これは，ケアの質確保の基礎となる重要な事項を介護保険にかかわる当事者が自ら決
定し，その遵守を自らに課す仕組みである。
この規定に従い，介護保険制度の導入後，関係当事者によってケア提供の種類（施設ケ
ア，在宅ケア，日中・夜間ケア等）ごとに取決めが作成された。その一例として在宅ケア
を取り上げると，１９９５年７月に８つの介護金庫関連組織，１２の在宅ケア関係団体等の合意
に基づいて「質および質確保のための共通原則・基準（以下，原則・基準という）」８）が取
り決められた。この原則・基準には，ケアの質確保のために重要な原則，質の基準，質の
検査の実施手続き等の内容が盛り込まれた９）。
原則・基準は，ケアの質をめぐる実践や研究の進展，政策動向をふまえて適切に見直し
が行われることが望ましいと考えられるが，実際には，介護保険創設の際になされた取決
めの後，長らく新たな合意が成立しない状況となった。背景には，ケアの給付および費用
を受け持つ介護金庫側の期待や思惑（例えば，質が高くて経済的なケア）とケア提供者側
の意向（例えば，ケア専門職や施設運営への過度な負担の回避）が折り合わず，調整が困
難な状況があったと考えられる。
このようななか，２００８年に制定された介護継続発展法（Pflege-Weiterentwicklungsgesetz

以下，２００８年法という）によって，関係当事者はケアの質確保のための原則・基準を２００９
年３月３１日までに取り決めなければならないこととなった１０）。それでもなお期限までに合
意に至らず，介護保険法に基づく仲裁が必要となった１１）。このような経過を経て，新たな
ケアの原則・基準は，２０１１年５月に裁定（Schiedsspruch）により定められた（Udsching und
SchÜtze ２０２４）。その後，裁定手続きは見直され，２０１６年からは新たに設置された質委員
会（Qualitätsausschuss）を通じて原則・基準が取り決められることとなった１２）。質委員会
は，支払い側（介護金庫等）とケア提供側（ケア施設，ケア専門職等）の同数の代表者に
より構成される。この質委員会のもとで，施設ケアの原則・基準は２０１８年に大幅改定され
た１３）。在宅ケアについては２０１１年の裁定による原則・基準が現在もベースになっている
が，その後も見直しや変更が行われており，最新のものは２０２３年１０月に公表されている。
以上のような政策の展開から，ドイツでは，ケアの質確保のための土台づくりを，法定
の枠組における関係当事者の自主管理（Selbstverwaltung）に委ねていること，質確保を
めぐる当事者間の合意形成は困難ではあるが，それを仲介・調整する組織（質委員会の設
置）により安定的な取決めが可能となっていること分かる。

（２）原則・基準の内容
ここでは，在宅ケアの質確保の原則・基準（２０２３年１０月２４日発効）１４）に注目し，主な内

容を確認しておきたい。まず，「１．原則」として，在宅ケアサービスにおいて，ケアが
必要な者の自己決定（介護保険法第２条）を尊重した給付が行われること，ケアは一般的
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に認められた医療・ケアの知見に従って専門的に，必要に即して，かつ経済的に提供され
ることが定められている。また，在宅ケアサービスの経営部門に質管理（Qualitätsmanage-
ment）の実施責任があることが示されている。
つづいて，構造，プロセスおよび結果の三つの側面から質の基準が示されている。「２．
構造の質（Strukturqualität）」では，次のようなことが定められている。在宅ケアサービ
スは，当該取決めによる質の要求を満たす，十分で安定的かつ恒常的なケア提供を保証し
なければならない。ケアが必要な者が２４時間いつでも連絡がとれる状態を確保することが
求められる。また，一定の情報（ケア提供，他の事業者との連携方法，内部の質管理等）
を外部に分かりやすく提示する必要がある。在宅ケアサービスに従事する者は一定の資格
を保有するか，あるいは定められた条件等を満たさなければならない１５）。次に「３．プロ
セスの質（Prozessqualität）」では，ケア提供において必要な情報収集，計画作成，介入・
実施および評価のあり方，ケア提供に関する記録の整理や保管，電子的な記録管理の方法，
医師や他のケア施設等との連携等が定められている。また「４．結果の質（Ergebnisquali-
tät）」では，ケア提供によってケアが必要な者の自立，自己決定，健康および満足が維
持，促進あるいは改善されたかどうかという観点から結果の質を評価するための基準が示
されている。
さらに「５．質確保のための在宅ケアサービスの措置」では，在宅ケア事業者は，構造・
プロセス・結果の質を組織内部で確保するための措置を定め，実施し，その効果を継続的
に検査する責任があること，ケア提供の課題や家事支援に関して一般に認められた実施
ルール（Verfahrensregel）やガイドライン（Leitlinie）を導入し，適用することが示され
ている。本稿の注目する専門家スタンダードは，同原則・基準に照らすと，一般的に認め
られたケアのガイドラインとして，事業者によってその導入と実施が推進されることが想
定される。

（３）専門家スタンダードの導入
ケアの質確保の原則・基準をめぐる政策の以上のような展開の傍らで，エビデンスに基
づくケアを推進するためのもう一つの重要な政策的動きがあった。２００８年法によって介護
保険法に第１３３a条「ケアにおける質の確保とさらなる発展のための専門家スタンダード」
が新たに追加された。同条は，原則・基準を取り決める当事者に，科学的な根拠に基づき，
専門領域で合意されたケアの専門家スタンダードを確定することを求めるものであった。
確定された専門家スタンダードは，政府広報で公表され，すべての介護金庫とその連合会，
および認可されたケア施設を直接的に拘束することが定められた。つまり，ケアを提供す
る施設や事業者に対して，拘束力を伴う介護保険の質確保のツールとして専門家スタン
ダードを義務化することが企図されたのである。
次に詳しく検討するように，専門家スタンダードの作成と実践での活用は，２００８年の法
改正まではケアの専門家（実践者，研究者等）による自主的な取組みに過ぎなかった。介
護保険制度における専門家スタンダードの位置づけについて検討する前に，まずは，専門
家スタンダードはどのような内容と特徴をもつ質確保のツールなのか，具体的に見ていく
こととしたい。
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３．専門家スタンダードとは
（１）概要
専門家スタンダードは，ケアの質向上を目的とし，エビデンスに基づいた望ましいケア
のあり方を示すものである。より具体的には，専門家スタンダードは，ケアの実践と科学
の専門家によって作成され，専門領域で合意された給付水準を表すものであるといえる
（DNQP ２０１９：７）。質確保の取組みに関して先行する医療分野に目を転じると，日本
と同様にドイツにも疾病の治療に関する意思決定において医師と患者を支援する診療ガイ
ドライン（Leitlinie）が存在する。診療ガイドラインは，エビデンスに基づいた医療を実
現するための重要なツールであり，一般的には医学関連専門学会のような医師グループの
代表者によって策定され，医療供給における質の確保に大きく寄与している（松本 ２０１９
：３）。ケアの専門家スタンダードは，ケア領域における，診療ガイドラインに匹敵する
質確保のためのツールと考えると理解しやすい。専門家スタンダードはケア専門職単独
（monodisziplinär）で作成されたものであるが，医師の診療ガイドラインや他の専門職の
質確保ツールと結びつき，専門職間の協働のためのよい前提条件をつくり出す。それらの
ツールは競合的ではなく，相互補完的なものである（DNQP ２０１９：８）。
なお，「専門家スタンダード」という言葉については，2008年法案の提案理由説明で
は次のように説明されている。「専門家スタンダード」という概念は，ケア科学の専門領
域およびケア実践において採用されている。医学では「ガイドライン」をよりよい適切な
ツールとしたのに対して，ケア専門職の間では長らく，遵守を義務づけるツールとして
「スタンダード」が好んで用いられてきた１６）。
専門家スタンダードをめぐる取組みは，ケアの質向上のためのドイツネットワーク
（Deutsches Netzwerk fÜr Qualitätsentwicklung in der Pflege 以下，DNQPという）によっ
て展開されている。DNQPはオスナブリュック専門大学（Hochschule OsnabrÜck）を母体
に１９９２年に創設された全国規模のネットワーク組織であり，専門家スタンダードを基盤と
してケアの質を促進することを優先目標に掲げて活動を行っている（DNQP２０１９：４）。
DNQPは，ケアの質向上に取り組むケア専門職，研究者および協力施設（病院，ケア施設，
在宅ケア事業者等）によって構成されており，次のような体制で運営されている。まず，
ケア科学に関する学術的マネジメント，学術チームおよび事務局がオスナブリュック専門
大学に設けられている。また，DNQPの活動内容の舵取りを行う常設のコントール委員会
（Lenkungsausschuss）が置かれている。加えて，専門家スタンダードの取組みのために
時限的に設置される作業・プロジェクトグループが存在する。なお，コントロール委員会
や作業グループにおける大部分の業務は無給で行われている（DNQP２０１９：６）。

（２）専門家スタンダードの発展
DNQPは１９９９年から，ドイツケア協議会（Deutscher Pflegerat）１７）の協力のもと，職業的

なケアのすべての課題領域において指標となる，エビデンスに基づいた専門家スタンダー
ドの開発・普及を進めている（DNQP２０１９：４）。このようなDNQPの活動を後押しした
政策的な背景の一つとして，１９９９年に開催された第７２回州保健大臣会議を挙げることがで
きる。州保健大臣会議は，各州の保健大臣等が定期的に参集し，医療やケアをめぐる政策
課題について議論し，対応策等についての決議を行う場である。１９９９年に「医療における
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統一的な質の戦略」というテーマのもとで開催された第７２回会議１８）では，１１の戦略目標が
定められたが，そのうちの一つとして「質向上のための診療ガイドラインとケアのスタン
ダートの利用」が掲げられた。これにより，優先的な１０疾患の診断・治療における診療ガ
イドラインとケアのスタンダードを２００５年１月１日までに作成し，それに対応した診断や
治療を推進することとなった。つまり，政策的には，診療ガイドラインとあわせて，ケア
のスタンダードを急ぎ整えなければならない状況となった。
このような状況のもとでDNQPは，１９９９年から２００９年まで，連邦保健省による財政支援
を受けて専門家スタンダードの開発や普及のための取組みを行うことができた。この期間
に７つのテーマ（褥瘡予防，退院マネジメント，疼痛管理，転倒予防，排せつコントロー
ル，慢性創傷，経口摂取・栄養管理）の専門家スタンダードが開発・公表された（DNQP
２０１９：４）。
公的な財政支援が終了したのちも，さまざまなテーマ（認知症，口腔の健康，皮膚の健
全性等）の専門家スタンダードが開発され，普及に向けた取組みが進められている。これ
らの活動のために必要な費用は，専門家スタンダード（冊子）の販売収入を中心とした自
主財源によって賄われている。つまり，現在のDNQPの活動は，専門家スタンダードを活
用してケアの質の向上を図ろうとする個々の専門職や施設，事業者等によって支えられて
いるといえる。特定の企業や利益団体に依存することなく財政的に独立していることは，
専門家スタンダードの中立性と透明性を確保する上で重要となっている。このような財源
調達の方法について，DNQPは，ケアの質向上への職業グループの重要な貢献であるとと
もに，実践の場において専門家スタンダードが受け入れられていることを示す証拠である
としている（DNQP２０１９：６）。
また，ケアの質をめぐる研究の進展等をふまえて，それぞれのテーマの専門家スタンダー
ドは定期的に改定されている。早い時期に公表された専門家スタンダードも，１回あるい
は２回の改定を経て新たな知見をふまえた内容となっている。この改定作業はDNQPの独
自の取組みとして２００８年から開始されたものであり，専門家スタンダードの取組みの重要
な柱の一つとなっている。
これまでに１２テーマの専門家スタンダードが作成されたが，テーマの統合等を経
て１９），２０２４年７月現在，DNQPから１０テーマの専門家スタンダードが公表されている（表
１）。ケアの専門職や施設・事業者はこれらのスタンダードを購入して活用することがで
きる。
専門家スタンダードは政策的に高く評価されている。２００８年法案の提案理由説明では，
専門家スタンダードは普及の度合いという面でも内容的な受容という面でもケア実践にお
いて大きな反響をもたらしたこと，一般的に認められた医療・ケアの知見がテーマ別に統
合され，適用しやすいように示されていることが述べられた２０）。
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４．専門家スタンダードの作成と展開
ケアの専門家スタンダードを作成し，それを実践の場に導入するためのDNQPの取組み
は，体系化された方法（Methodisches Vorgaben）によって実施されている。それによれ
ば，スタンダードをめぐる活動は４段階（開発，協議，実施および改定）からなる（図１）。
以下では，「体系化された方法」（DNQP ２０１９）に基づき，専門家スタンダードの作成
とそれめぐる活動の展開について見ていきたい。
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（１）開発
専門家スタンダードが対象とするテーマは，ケア提供における重要性と実行可能性を考
慮しながら，詳細にわたる議論を経て，コントロール委員会で決定される。その後，当該
テーマに関するエビデンスを確認し，再検討するために文献調査が行われるが，そこでは，
当該テーマの重要なケア課題が関連のデータバンクにおいてシステマティックに究明され
る。文献調査には高い透明性が求められるため，その方法と内容は学術的な見地から検証
されるとともに，調査結果は学術チームによって取りまとめられる。
つづいて，専門家作業グループが形成される。その任務は，文献調査によってとりまと
められた知見を評価し，専門家スタンダードの原案を作成することである。この専門家作
業グループの専門家は当該テーマに関して高い専門性を有する実践者と研究者（通常８～
１２人）である。メンバーとなる専門家は公募により選ばれる２１）。その際，信頼性や透明性
を確保するため，産業界とのつながり，利益団体あるいは利益相反についての開示が求め
られる。メンバーの選定においては，施設・事業の種類（病院，高齢者施設および在宅ケ
ア）とケアの課題領域（医療的ケア，病児ケア，高齢者ケア）のバランスが考慮される。
専門家作業グループはケアの専門家によって構成されるが，患者あるいは消費者代表もこ
れに加わるとともに，医師等の他の専門職も専門的な助言者としての役割を担う（DNQP
２０１９：１１）２２）。
原案作成においては，構造，プロセスおよび結果の各次元における基準（Kriterien）と
各基準に関する実践的な解説（Kommentierung）をとりまとめる作業が重要である。この
うち「基準」は，最新の知見をふまえていること，測定可能であること，構造の質，プロ
セスの質および結果の質の相互依存の関係を可視化すること，実践に役立つとともに，実
践に過大な要求をすることなくケアの向上を推進するものであること等の条件を満たすこ
とが求められる（DNQP２０１９：１３）。また「解説」は，基準で示された内容を具体化し，
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ケア実践の多様な領域において特定の条件へ適応できるようにするものである（例えば，
特定の対象者グループに求められる事項等の説明）。専門家スタンダードの実際の活用場
面ではこの解説が重要となる。
なお，すべてのケア課題について十分な研究成果が示されているわけではないので，専
門家作業グループによる独自の現状評価が重要な意味をもつ。つまり，専門家スタンダー
ドの原案作成は，学術的な文献に加えて，作業グループの専門家の専門的知識と経験に基
づく判断を基礎として行われる。このようにつくられた専門家スタンダードの基準と解説
は，当該テーマに関して活用できる最善の科学的かつ実践的な知見を示すものである
（DNQP２０１９：１４）。

（２）協議
専門家作業グループによって作成された専門家スタンダードの原案は，コンセンサス会
議において専門的に討議される。コンセンサス会議の開催テーマと期日は専門領域におい
て広く通知され，ケアに関わる専門家や施設・事業者は申込みを行って参加する。このよ
うな一般的な手続きによる参加者に加えて，コンセンサス会議には，当該テーマについて
特別の専門的見識を持つケア専門家および医療関連の他の職業グループの構成員，消費者
保護および患者団体の代表者，医療政策領域からの代表者，医療制度にかかわる中央組織・
専門団体の代表者が招かれる。参加者が十分に事前準備を行うことができるよう，コンセ
ンサス会議のおよそ4週間前には検討資料が配布される。
コンセンサス会議は三つの段階からなる（DNQP ２０１９：１５‐１６）。まず，医療・ケア
領域における当該テーマの重要性と専門家スタンダード原案の開発方法の報告が行われ
る。次に，専門家スタンダード原案の提示と討議が行われる。ここでは，専門家作業グルー
プから構造・プロセス・結果の各基準の提示と科学的根拠の説明が行われ，それに基づい
て専門討議がなされる。最後は，討論の結果の最終確定である。討論結果は，基準ごとに，
表明された批判点と修正の要望を含めてとりまとめられる。合意形成の経過は録音される
とともに，討論の内容は議事録としてまとめられ，これに基づき最終的に内容が確定され
る。
コンセンサス会議の結果を反映させた後，専門家スタンダードは有効なものとなり，
DNQPから刊行される。ただし，この段階では，次にとりあげる「モデル実施」の結果は
盛り込まれていないため，暫定的な特別版（Sonderdruck）という位置づけである。

（３）モデル実施
合意が形成された専門家スタンダードは，多様なケアおよび医療施設（およそ２５施設）
でモデル的に実施される。このモデル実施を通じて，専門家スタンダードの受容（Akzep-
tanz），実施可能性および実践での有用性を確認することが可能となる。さらに，ケア施
設，在宅ケアおよび病院における専門家スタンダードの持続的な活用のためにどのような
前提条件が重要であるかについての情報を得ることができる（DNQP２０１９：１７）。
モデル実施の対象施設の選定は，一定の条件に基づく志願の手続きを通じて，DNQPの
学術チームによって行われる。選定においては，施設の種類や患者・利用者のケアニーズ
のバランス，施設の地域的な配分が考慮される。
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準備段階においては，各施設で適切なモデルケア単位が選定される２３）。そのうえで，実
施プランに従って，継続研修（専門家スタンダードについての情報提供・継続研修），内
容の具体化（専門家スタンダードの基準や解説の内容的な分析と個々の実施課題の明確
化），導入（指導のもとでの専門家スタンダードの試行），検査（基準の実施をめぐる調
査）が行われる２４）。全体で６カ月を超える長期のプロセスである。
モデル実施プロジェクトの結果はDNQPの学術チームによって評価される。そのなか
で，専門家スタンダードの基準や解説を適合させる必要が生じた場合には，学術チームと
専門家作業グループにおいて修正あるいは補足の調整が行われる。モデル実施のすべての
結果はDNQPのワークショップにおいて提示される。これを踏まえて，モデル実施の結果
を盛り込んだ最終版の専門家スタンダードが公表される。

（４）改定
公表された専門家スタンダードが長期にわたって有効性と信頼性を維持するためには，
それが現下の科学的知見に照らして妥当かどうかの継続的な点検が必要である。このた
め，専門家スタンダードは定期的に改定されることとなっており，初回の改定は遅くとも
５年後，二回目の改定は７年後に行われる２５）。なお，これまでの改定では，基準に関する
変更はごくわずかであり，より詳しい解説の追加がほとんどであった（DNQP２０１９：２３）。

（５）基準と解説の例
ここでは，実際の専門家スタンダードにおいて基準と解説がどのように示されているの
か，最新の専門家スタンダード「ケアにおける皮膚の健全性の維持・促進」に基づいて見
ていくこととしたい。当該スタンダードをめぐる作業は２０２１年９月に開始され，２０２３年２
月に行われたコンセンサス会議を経て，２０２３年７月に特別版が公表された。その後，２７施
設で実施されたモデル実施の結果をふまえて，２０２４年６月に最終版が刊行されている。
表２は，当該専門家スタンダードに掲載された基準の一覧表のうち，皮膚のケアの実施
に関する部分を抜粋したものである。皮膚のケアの実施について，構造，プロセスおよび
結果の基準が示されている。さらに専門家スタンダードには，それぞれの基準についての
詳しい説明が「解説」として掲載されている。具体的に見てみると，表２に示された基準
の項目のうち，「プロセスの基準」（Ｐ４）には「皮膚の健全性の維持・促進に配慮した
ケアを実施する」とあり，これを受けて，該当項目（Ｐ４）の解説には具体的なケアの実
施方法や留意点が記載されている（DNQP ２０１９：３６‐４２）。記載内容を見ると，まず，
新生児・乳児と成人の一般的な皮膚洗浄と皮膚のケアについては，洗い方，水温，頻度，
肌保護剤等が説明された後，皮膚に関するリスクと問題（乾皮症，失禁関連皮膚炎，おむ
つ皮膚炎，間擦疹，皮膚裂傷）をもつ人への具体的なケアの内容と方法がエビデンスを参
照しながら解説されている。ケア専門職は，皮膚の問題を抱えている患者や利用者へのケ
ア提供において，具体的な方法とエビデンスが示された解説に照らして自らの実践を確認
し，必要な改善を行うことができる。
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５．専門家スタンダードの制度化をめぐって
先に見たように，専門家スタンダードは，２００８年法により介護保険制度における質確保
のためのツールと位置づけられた。同法案の提案理由説明で専門家スタンダードは高く評
価され，ケア提供における内部の質向上のきわめて重要なツールであるとされた。また，
専門家スタンダードの導入はケア従事者やケア施設，事業者にとっては専門的な挑戦であ
るが，専門家スタンダードというツールがケア実践の日常において支援と安全，専門的な
保証を提供するものであることがますます明白になっていると説明された２６）。
それまでDNQPのもとでと作成されてきた専門家スタンダードが制度化されることは，
専門家スタンダードがケアに関わる関係当事者を拘束する強力なツールとなることを意味
し，ケアの質確保という面からはポジティブな評価が可能である。一方で，介護保険制度
において拘束力をもつ専門家スタンダードを確定するためには，その内容に関する専門家
の合意に加えて，原則・基準を取り決める当事者（介護金庫，ケア施設・事業者等）によ
る合意が必要であり，合意形成のプロセスは困難化，複雑化する。
拘束力をもつ専門家スタンダードの確定プロセスにおけるDNQPの位置づけは必ずしも
明確ではないが，実際には質委員会のもと，次のような役割分担で新たな専門家スタンダー
ド「ケアにおける可動性（Mobilität）の維持・促進」が作成された２７）。まず，取決めの当
事者の委託により当該スタンダードの開発はDNQPによって行われ，２０１４年に引き渡され
た。その後，DNQPから離れて，モデル実施はブレーメン大学によって実施された。モデ
ル実施において，実践での有用性，実施費用および有効性の調査が行われ，実践に有用で
あることと比較的費用がかからないことは確認されたが，実施期間が短期間であったこと
などから有効性は示されなかった。これを受けて，取決めの当事者は当該専門家スタンダー
ドを「推奨」にとどめることとした２８）。
専門家スタンダードは介護保険制度のツールとして制度化されたにもかかわらず，唯一
作成された専門家スタンダード（可動性の維持・促進）は拘束力をもつものとはならなかっ
た。専門家スタンダードの開発とモデル実施が異なる組織で実施されたことも，一貫した
取組みを困難にしたと見られる２９）。
このような状況を受けて，２０２３年５月に制定されたケア支援・負担軽減法（Pflegeunter-
stÜtzungs-und-entlastungsgesetz）により，専門家スタンダードについて定めた介護保険法
第１１３a条は廃止された。これについて，同法案の提案理由説明では，これまで拘束力を伴
うスタンダードは一つも導入されなかったことから，当該規定は事実上機能しないことが
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明らかになったとされている。あわせて，専門家スタンダードは，引き続き医療・ケアの
知見を実践に反映するために重要な貢献をもたらすものであるとの見方が示されてい
る３０）。

６．考察
ケアの専門家スタンダードは，ケアの質を確保するためにどのような役割を果たしてい
るのだろうか。介護保険制度によって提供されるケアの質を確保するために，まずは介護
保険法で定められているケアの原則・基準が存在する。これは，ケア施設等におけるケア
提供の枠組みを定めたものであり，個々のケア専門職のケア提供のあり方を示すものでは
ない。このため，ケアの原則・基準に加え，ケア専門職の実践において具体的な指針とな
り，信頼できるスタンダードが求められている。本稿で検討したように，専門家スタンダー
ドはまさにその役割を担っているといえる。専門家スタンダードは活用できる最善の科学
的で実践的な知見を示したものであり，ケア専門職のよりどころとなる。さらに，個々の
ケア専門職が専門家スタンダードに基づく実践を行うことによって，ドイツ全体における
ケアの標準化や質の向上が図られることになる。つまり，ミクロの視点においてもマクロ
の視点からも，専門家スタンダードはケアの質の確保・向上に大きく寄与するものである
といえる。
専門家スタンダードは，法的な拘束力をもたないにもかかわらず，ケアの専門職や施設・
事業所によって広く活用されている。専門家スタンダードはなぜ受け入れられているのだ
ろうか。理由の一つは，現場での活用しやすさにあると考える。本稿で検討したように，
専門家スタンダードの開発にあたっては，実践に役立つこと，実践に過大な要求をするこ
となくケアの向上を推進することが重視されている。またモデル実施において，専門家ス
タンダードが実践の場で実施可能か，受け入れられるか，有用性はあるかといったことが
確認される。これは，現場で使える質確保のツールとなるために不可欠なプロセスである。
専門家スタンダードは，単にエビデンスに基づく理想的なケアを示すものではなく，現場
で実践可能な最善のケアのあり方を示すものであり，実際に役立つツールであるといえ
る。
専門家スタンダードが広く受け入れられているもう一つの理由として，それが科学的な
根拠に基づくものであるとともに，作成プロセスにおいて中立性と透明性が重視されてい
ることがあると考える。専門家スタンダードの作成および改定の作業は，関連テーマの研
究結果から導かれたエビデンスをふまえて行われる。また，開発を担う専門家作業グルー
プの人選やモデル実施の対象施設の選定においても，偏りがないこと，利益等による誘導
がないことが重視される。コンセンサス会議は広く周知され，多様な意見の表明と討議内
容は記録され，透明な環境のもとで合意が形成される。モデル実施の結果もすべて開示さ
れ，改善の検討材料とされる。これらの業務に要する費用は，専門家スタンダードの販売
収入を中心としたDNQPの自主財源により賄われ，独立性が確保される。このような科学
性，中立性および透明性は，専門家スタンダードがケアにかかわる人々から信頼され，活
用されるために備えるべき性質であろう。
近年，日本でもエビデンスに基づく介護について関心が高まっている。２０１７年からは，
データを活用した科学的裏付けに基づく介護に関する検討が本格的に開始され３１），２０２１年
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からは科学的介護情報システム（LIFE）を活用した取組みが始まっている。しかしなが
ら，LIFEは日本において実際に行われている介護のデータを収集し，その分析結果を
「エビデンス」とするものであり，ドイツの専門家スタンダードのエビデンス（研究結果
から導かれた科学的な裏付け）とは異なる。科学的な知見を介護の実践にいかに反映させ
るかという観点からはなお検討の余地があるといえる。
このような状況のもとで科学的な裏付けに基づくケアを推進していくために，日本でも
法律による基準とあわせて，ケア専門職が実践において活用しやすいスタンダードが必要
であると考えるが，現在のところ，介護と看護のそれぞれの領域で特定の課題に関するス
タンダードが限定的に存在するにとどまる。科学性，中立性，透明性を備えたケアのスタ
ンダードは，日本においてもケア専門職の実践を支え，ケアの質を促進すると考えられる。
介護と看護の領域を越えて科学的な知見を共有できるスタンダードの開発が期待される。

おわりに
ドイツの専門家スタンダードをさまざまな観点から検討し，ケアの質確保のツールとし
て備えるべき科学性，中立性，透明性といった性質を確認することができた。また，実践
での活用しやすさが重視されていることもその重要な特徴であった。このような観点か
ら，日本における介護の質確保をめぐる政策や取組みについて改めて検討することは有意
義なことであると考える。日本とドイツは社会保障の重要な柱の一つとして介護保険をも
つ国であり、人口の高齢化という共通の課題にも直面している。今後も両国の介護保障政
策を比較検討し，相互に示唆を得ながら改善に向けた取組みを進めていくことが求められ
る。
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松本由美（２０１９）「ドイツにおける慢性疾患の診療ガイドライン――糖尿病を中心に」
『健保連海外医療保障』１２２，１‐１０．
Statistisches Bundesamt（２０２２）Pflegestatistik : Pflege im Rahmen der Pflegeversicherung
Deutschlandergebnisse（https : //www.destatis.de/DE/Themen/Gesellschaft-Umwelt/Ge
sundheit/Pflege/_inhalt.html#_xkkopbqgb ２０２４年１０月２０日閲覧）
Schwinger, A, A. Kuhlmey, S. Greß, J. Klauber und K. Jacobs eds.（２０２３）Pflege-Report 2023
: Versorgungsqualit ‥at von Langzeitgepflegten.
Udsching, Peter und Bernd Sch ‥utze（２０２４）SGB XI・Soziale Pflegeversicherung, Kommentar,
6. Auflage.

１）介護保険制度では，介護サービスの質の評価に基づく介護報酬の加算が行われている。
具体的には，在宅復帰等を評価する在宅復帰・在宅療養支援機能加算，リハビリテー
ションの効果等を評価する移行支援加算，褥瘡ケア計画に基づいたケアを評価する褥
瘡マネジメント加算等がある。

２）厚生労働省老健局「介護保険最新情報」Vol.９３１（令和３年３月１２日），別添２「科
学的裏付けに基づく介護（科学的介護）とは」による。

３）ケア専門師および同等資格の保有者（従来の高齢者介護士，看護師，小児看護師等）
の割合は，Statistisches Bundesamt（２０２２）の表２．５および表３．７をもとに計算。

４）地区疾病金庫の研究所が毎年公表しているケアレポート（Pflege-Report）では，研究
と実践の専門家によってケア領域における重要な課題が検討されているが，２０１８年か
ら長期ケアの質の問題が扱われている。また，２０２３年のレポートは「長期ケアを受け
る人々への供給の質」と題され，多様な観点からケアの質が検討されている（Schwinger
et al. eds.２０２３）。

５）医療保険は支出抑制を目的としたコントロール手段を用いながら給付全体に責任を持
つのに対して，介護保険は当初から部分給付であり，制度の導入時からケアの質確保
における構造的な欠陥と分野を越えた質の議論の必要性が指摘されていた（Beikirch
und Klie２００７：１４８）。

６）Bundestagsdrucksache１５／５６７０（０９．０６．２００５）, S.２０９による。
７）原則と基準の取決めの当事者に加えて，疾病金庫のメディカルサービス，民間疾病金
庫の連合会，ケア専門職の連邦レベルの連合会，要介護者・障害者の利益と自助を擁
護する連邦レベルの組織および中立的な専門家も参加することとされた。

８）当該共通原則・基準は１９９６年８月１５日の政府広報（Bekanntmachung der Gemeinsamen
Grundsätze und Maßstäbe zur Qualität und Qualitätssicherung einschließlich des Ver-
fahrens zur DurchfÜhrung von QualitätsprÜfungen nach§８０SGB XI in der ambulanten
Pflege）により公表された。

９）１９９５年に取り決められた在宅ケアの原則・基準の概要は，松本（勝）（２００７：１６７‐７０）
により紹介されている。

１０）この取決めの期限は介護保険法第１１３条において定められた。なお，ケアの質につい
て定めていた第８０条は２００８年法により廃止されたが，それは次のような経緯による。
２００１年９月に制定されたケアの質確保に関する法律（Pflege-Qualitätssicherungsge-
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setz）により，介護保険法の第１１章に質の確保等について定める第１１２～１２０条が新た
に加えられた。このうち第１１３条「給付および質の証明」は，２００８年法により全面的
に見直されて第１１３条「ケアの質の確保とさらなる向上のための基準と原則」となり，
それまで第８０条において定められていた質確保のための原則・基準の取決めは同条に
盛り込まれた。

１１）連邦社会裁判所の介在によって取決めを行う仲裁の手続きや方法は，２００８年法により
新たに設けられた介護保険法第113b条において定められた。

１２）２０１５年１２月に制定された第二次介護強化法（Zweites Pflegestärkungsgesetz）により，
介護保険法第１１３b条が改正され，新たに質委員会に関する定めが盛り込まれた。

１３）施設ケアの原則・基準はその後も変更が加えられ，最新のものは２０２３年４月５日に公
表されている。

１４）政府広報（Bekanntmachung der Geschäftsstelle Qualitätsausschuss Pflege-Maßstäbe und
Grundsätze fÜr die Qualität und Qualitätssicherung sowie fÜr die Entwicklung eines ein-
richtungsinternen Qualitätsmanagements nach§113 des Elften Buches Sozialgesetzbuch
in der ambulanten Pflege vom２７. Mai２０１１vom２４. Oktober２０２３）による。

１５）在宅ケアサービスは専門教育を受けたケア専門職の恒常的な責任のもとで実施され
る。当該原則・基準の「２．３人的な組織要件」において，この責任を伴うケア専門
職の任務，必要な養成専門教育および継続教育が具体的に示されている。さらに同
「２．４それ以外の人的な組織要件」では，在宅ケアに従事することが可能な者の資
格・条件等が示されている。なお，配置人数に関する基準は設けられていない。

１６）Bundestagsdrucksache１６／７４３９（０７．１２．２００７）, S.８３による。
１７）ドイツケア協議会は，ケア・助産領域における全国レベルの１８の団体（ケア職連盟，

助産師連盟，小児ケア連盟，ドイツケア科学団体等）をとりまとめ，１７０万人のケア
従事者の利益を代表する最上位の団体である。同協議会は１９９８年に創設され，ケアに
関する政策において重要な役割を担っている。

１８）“Ziele fÜr eine einheitliche Qualitätsstrategie im Gesundheitswesen”７２. Gesundheitsmi-
nisterkonferenz am９./１０. Juni１９９９in Trier.

19) ２００５年に作成された専門家スタンダード「急性あるいは腫瘍性の慢性疼痛」と２０１５年
に作成された同「慢性疼痛の疼痛管理」の改定作業（前者は２回目の改定，後者１回
目の改定）は，相互に影響を及ぼしあうため，一つにまとめて改定が行われた（DNQP
２０１９：５）。これらは改定作業を経て統合され，２０２０年に専門家スタンダード「ケア
における疼痛管理」として公表されている。また，専門家スタンダード「ケアにおけ
る可動性の維持・促進」はDNQPによって開発されたものであるが，質委員会事務局
によって公表されている（本文の「５．専門家スタンダードの制度化をめぐって」参
照）。

２０）Bundestagsdrucksache１６／７４３９（０７．１２．２００７）, S.８３による。
２１）任用の基準は，専門的な出版物・講演，専門的養成教育（学術的な資格），職業的な

任務の重点，研究・開発プロジェクトへの参加の経験である（DNQP２０１９：１２）。
２２）例えば，専門家スタンダード「ケアにおける皮膚の健全性の維持・促進」では，ケア

の専門家１０名に加えて，外部の専門助言者として皮膚科学の専門家２名と患者・家族
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代表の１名が専門家作業グループに参加している（DNQP２０２４）。
２３）候補となるケア単位では患者あるいは利用者に質をめぐるリスクが十分に発生してい

ることが条件となる。それにより，専門家スタンダードの使用機会が確保されるとと
もに，質確保についての十分な受入れが想定されるためである（DNQP２０１９：１９）。

２４）モデル実施の具体的な方法や手順は，DNQP２０１９：１７‐２３で詳細に説明されている。
２５）改定の具体的な方法や手順は，DNQP２０１９：２４‐２６で詳細に説明されている。
２６）Bundestagsdrucksache１６／７４３９（０７．１２．２００７）, S.８３による。
２７）当該専門家スタンダードの作成経緯については，質委員会事務局のウェブサイト（https

: //www.gs-qsa-pflege.de/project/entwicklung-und-aktualisierung-von-expertenstandards
-nach-１１３a-sgb-xi/２０２４年１０月２６日閲覧）を参照のこと。

２８）その後，取決めの当事者の委託に基づき，DNQPによって２０１９年から改定作業が行わ
れた。当該スタンダードの改定版（２０２０年）は質委員会事務局のウェブサイトで閲覧
可能となっている（https : //www.gs-qsa-pflege.de/download-weiteres/２０２４年１０月２６日
閲覧）。

２９）DNQPは専門家スタンダードの開発とモデル実施が分断されていることを問題視して
おり，一体的な実施の重要性を指摘している（DNQP２０１９：６）。

３０）Bundestagsdrucksache２０／６５４４（２５．０４．２０２３）, S.７６による。
３１）厚生労働省「科学的裏付けに基づく介護に係る検討会」第６回（２０１９年３月７日）資

料１に検討の経緯が整理されている。

福祉健康科学 第５号・第２集（２０２５年３月）

４９





〔原著論文〕

「関係流動性と友人からの否定的評価に対する恐れがSNS上での
社会的比較ならびに精神的健康に及ぼす影響―大学生を対象として―」
Effect of relational mobility and fear of negative evaluation
on social comparison on the social networking services
and mental health : Evidence from university students

管菜々花（Suga Nanaka）１・中里直樹（Nakazato Naoki）２

要旨：
SNSは，我が国の青年にとって友人関係の維持のために必要不可欠なコミュニケーショ
ン・ツールとなっている。その一方で依存性などSNS利用に関するネガティブな側面が報
告されているものの，個々人を取り巻く社会環境によるSNS上での心理・行動傾向や心理
状態への効果という観点からは十分な検討がなされていない。本研究では，大学生を対象
に社会生態学的観点から，関係流動性の低さ及び否定的評価への恐れが，SNSでの同調や
社会的比較を介して精神的健康を予測するかについて検討した。その結果，関係流動性が
低い環境において，他者から否定的評価を受けることへの恐れが生じやすく，社会的比較
のしやすさが形成され，結果として精神的健康の低さに繋がることが示された。現実の社
会的環境要因である関係流動性が，SNS上での心理・行動傾向を予測し，そのことが精神
的健康をも予測することを明らかにした点に本研究の意義がある。

Abstract :
Social networking services (SNSs) are essential communication tools for building and main-
taining social relationships among Japanese adolescents. However, negative aspects of SNS
use, such as addiction, have been reported though previous studies have not fully examined
how the social environment affects individuals’ psychological and behavioral tendencies on so-
cial networks as well as their mental health as a consequence. Based on the socio-ecological
perspective, this study aimed to examine whether a lower mental health status was produced
by living in a social environment with more stable interpersonal relationships, wherein people
developed a fear of negative evaluations and a tendency toward social comparison and confor-
mity on SNSs. The results indicated that lower relational mobility (i.e., more stable interper-
sonal relationships), which is a socio-ecological factor, predicted people’s fear of negative
evaluations and a tendency toward social comparisons on SNSs, leading to a lower mental
health status. The contribution of this study is the finding that the aforementioned socio-eco-
logical factor in the real world predicts individuals’ psychological tendencies on SNSs and the
consequent status of mental health.

１ のぞえ総合心療病院，臨床心理学コース令和５年度修了生
２ 大分大学福祉健康科学部心理学コース，准教授
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Social Networking Service (SNS), Relational Mobility, Fear of Negative Evaluation,
Mental Health, Social Ecology

利益相反：COIなし

倫理承認番号：Ｆ２３００１１

【�．問題・目的】
SNSの利用目的と利用時の負担感
近年，SNSの利用が著しく普及している。SNSとは，人と人とのつながりを促進・サポー
トする機能を持ち，ユーザー間のコミュニケーションがサービスの価値の源泉となってい
る会員専用のウェブサービスだと定義されている（総務省国民のためのサーバーセキュリ
ティサイト，２００９）。SNSには，LINEやTwitter（２０２５年現在はＸとの名称に変更してい
るが，調査実施時点の状況に基づきTwitterと示す），Instagram等が含まれ，日本では約
８割の人々がSNSを利用しているほか１０代２０代の利用率が最も高く，その若年層ではLINE
が約９割，Twitterが約７割利用されている（総務省，２０２１；２０２３）。また，SNS利用者
は，既存のつながりが強化されたなど様々なメリットを感じていることが報告されている
（総務省，２０１８）。そして，LINEはリアル（現実）の友人・同僚との会話やメールの代
替として利用され（若本，２０２１），知人や友人同士といった緊密な関係において使用され
るコミュニケーション・ツールとなっていることが明らかとなっており（植田，２０１３），
Twitterにおいても大学生活で関わりがある人物と繋がり交流を行っていることが示され
ている（叶，２０１９）。以上のことから，大学生にとってSNSを利用することは日常生活で
も交流がある友人との関係を維持・構築する役割を担っていると考えられる。
上述のようにSNSは大学生の友人関係の構築・維持に欠かせない一方で，SNSを過剰に
使用すると，SNS依存やSNS疲れなどを引き起こす可能性があるとの指摘もなされている
（川端・中田・木谷，２０１７）。大学生のSNSに関する先行研究では，SNS上の人間関係を
煩わしく感じる人が多いこと（河合・天野・小笠原・橋元・小室・大野・堀川，２０１１），
及びSNSの即時に対応を求められることに負担に感じている人も多いこと（都筑・宮崎・
村井・早川・永井・飯村，２０１８）が明らかになっている。また，LINEでは既読になって
も返信が来ないことに対して，相手が自分を嫌っているのではないかという考えを想起し
やすく（白畑・須藤，２０２１），すぐにレスポンスをしないとならないと感じたり，既読無
視に対して苛つきを感じたりするなど，負担を感じることが示唆されている（都筑・宮崎・
村井・早川・永井・飯村，２０１７）。つまり，SNSを利用する際，友人から否定的評価を受
けることの恐れが生じ，SNS上での過剰なつながりによる疲弊を感じる可能性や，閲覧を
強迫される感覚が生じる可能性ある。しかし，このような可能性及びそのメカニズムにつ
いて十分な検討はこれまでになされておらず，個人特性との関連性の点からの検討は見受
けられるものの（e.g., 斉藤・野村，２０１２；二宮，２０１７），殊に我々を取り巻く社会環境の
点から説明したものは少ない。そこで本研究では，社会生態学的観点から上記の点につい
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て検討を行うものとする。

社会生態学的観点と関係流動性
社会生態学的観点とは，人々の心理・行動傾向における文化・社会の間の差異に対し
て，どのような文化・社会特有の環境要因が影響を与えているのかを明確にし，説明を試
みるアプローチである（Oishi & Graham,２０１０）。社会生態学的環境要因の中でも，近年，
関係流動性という概念が注目されている。関係流動性とは，個人を取り巻く社会環境にお
ける人間関係がどの程度流動的かあるいは固定的であるかを指し，当該社会環境において
既存の対人関係から離脱して新しい人間関係を形成することの自由度を表す（佐藤・結
城・竹村，２０１１；Yuki et al., ２００７；Yuki & Schug, ２０１２）。先行研究では日米比較に基づ
き，日本の方が関係流動性が低く人間関係が固定的であること，及び人々が既存の関係に
固執する傾向があることが指摘されている（e.g., Sato, Yuki, & Norasakkunkit, ２０１４；山
岸，１９９８）。また，既存の関係に留まりがちな関係流動性が低い社会環境では，新たな関
係形成を試みても，既存の関係の中にいないという理由で相手から拒絶され，既存の関係
に留まり続けるしか選択肢がない（竹村・佐藤，２０１２）と述べられている。さらに，新し
い関係に参入することの困難さから，排斥されてしまった場合には，既存の関係の外に選
択肢がない可能性が高いため，孤立状態に陥ってしまう危険性が高まる（竹村・佐藤，２０１２
； Yamagishi, Hashimoto, & Schug, ２００８）。そのため，関係流動性の低い固定的な環境で
は，既存の人間関係から排斥されないように，現在の関係を悪化させないように細心の注
意を払うことが重要な課題となると指摘されている。
さらに，関係流動性が低い社会であるガーナと高・流動性社会であるアメリカとを比較
した研究において，ガーナでは多くの友人を持つことは複雑な友人関係の管理をより困難
にするという信念を人々が有することが明らかとなっている（Adams，２００５）。その一方
で，アメリカでは，対面での交流があろうとなかろうと単純な「フレンド登録数」の多さ
は，ソーシャルサポートの取得を介して精神的健康を予測することが示されており
（Manago, Taylor, & Greenfield,２０１２），友人関係の在り方に対する信念は対照的である。
我が国はガーナと同様に関係流動性が低い社会であること（Yuki et al.,２００７），また対面
での交流がある既存の対人関係の維持のためにSNSは利用されている状況を鑑みると，
Manago et al. （２０１２）と同様の過程が認められるとは限らず，SNS利用が異なるプロセス
で精神的健康に繋がることが推察される。

否定的評価の恐れと同調傾向
では，我が国においては，SNSに関してどのような過程が想定できるのであろうか。上

述のように，関係流動性が低い社会では，既存の対人関係からの離脱や新しい対人関係の
形成が困難であるため（山岸，１９９８），集団や現在の関係性からの排斥を避けるために，
他者からの否定的評価を恐れる傾向が形成されることが指摘されている（e.g., Sato et al.,
２０１４）。なお，否定的評価への恐れ（Fear of Negative Evaluation ; FNE）とは，他者から
の否定的評価に対する恐れ・悩み，さらに他者から否定的に評価されるだろうという予測
を指す（Watson & Friend,１９６９；笹川・金井・村中・鈴木・嶋田・坂野，２００４）。否定的
評価の恐れには，社会的にネガティブな評価が下されることで所属集団から排斥されない
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ようにするという機能があるとされている（大川・城月，２０１７）。つまり，所属している
集団から排斥されたくないために否定的評価の恐れが生じると考えられ，特に関係性が固
定的な環境であると，他者から否定的評価を受けることに対する恐れが高くなることが推
測される。１）

また，人間関係の取捨選択が困難な関係流動性が低い環境では，否定的に評価されるこ
とを避けるために，他者に同調する傾向が高まりやすいことが指摘されている（竹村・結
城，２０１４）。事実，先行研究では，関係流動性の低い環境において，社会規範に対する同
調傾向が高まり（Berry, １９６７），規範に反する行動を採り難いこと（赤枝，２０１０）が明ら
かとなっている。上記の否定的評価の恐れや同調傾向など，関係流動性などの社会生態学
的環境が形成する心理・行動傾向については，従来，当該社会環境に適応的な傾向である
と述べられてきた（e.g., Sato et al.,２０１４）。その一方で，近年の研究では，関係流動性で
形成された否定的な評価の恐れによって，個々人は他者の考えや意見による制限を受けて
自分の意思で自由に振る舞うことが抑制され（自由選択の感覚の低減），結果的に全般的
な精神的健康の低さが導かれることが明らかになっている（中里，２０１７）。また，Takemura
（２０１４）では，関係流動性が低い地域環境においては高い地域よりも，人々の独自性欲求
は低く多数派への同調を示す傾向があり，また，精神的健康も低いことが報告されている。
以上から，否定的な評価の恐れは，自身の選好を抑え，自分らしく自由に振る舞ったり独
自性を求めたりして目立つことを避け，他者の考え方に同調することを導くことが示唆さ
れている。さらに，心理的距離が遠く同調的な友人関係をとる若者は心理的適応が一般的
に低く，また，若者の中でもより年長になると（本研究で対象とする大学生に年齢的に近
い高校生では），心理的距離が近くとも同調的な友人関係をもつ人は，心理的に一部不適
応的となる傾向（e.g.,自己受容，自己実現的態度，自己表明において）が示されている
（石本他，２００９）。以上をまとめると，関係流動性の低い環境では，他者からの否定的評
価を受ける懸念が生じ，他者に対する同調傾向が強まり，不適応が生じ，精神的健康が低
くなると考えられる。
上記のことに加えて，社会生態学的観点からSNS上での行動について調べた近年の研究
では，現実世界での個人を取り巻く関係流動性の程度は現実での心理・行動傾向のみなら
ず，SNS上での行動をも予測することが報告されている。Thomson, Yuki, & Ito （２０１５）
は，日米のSNSユーザーを対象に，関係流動性が一般的信頼（山岸，１９９８；他者一般に対
する信頼を指す）を介して，SNSでのプライバシー懸念を予測するかについて検討してい
る。その結果，関係流動性が低く，対人関係上の選択肢が少ない環境ほど，他者一般に対
する信頼が低くなり，SNS上でプライバシーの侵害が生じた場合，個人情報がどうなるの
かという懸念が生じることが示された。この研究から，関係流動性の社会的差異がプライ
バシー懸念という個人レベルの心理に影響を及ぼすことが示されただけではなく，個人を
取り巻く社会環境が，現実場面での行動反応のみならずSNS上での心理・行動傾向に影響
を及ぼすことが示された。Thomson et al.（２０１５）の意義は，現実の社会環境が人々のSNS
上での心理・行動傾向をも説明すると初めて明らかにした点にある。この知見に基づく
と，本研究で解き明かそうとしている，関係流動性がSNS上での同調行動などを予測する
可能性も十分に考えられる。
以上のように，関係流動性の低さが否定的評価の恐れと同調傾向を介して精神的健康の
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低さにつながること，及び関係流動性が現実世界のみならずSNS上での心理・行動傾向を
も説明することという，２つの研究の流れの存在から，以下のような予測が成り立つ。つ
まり，関係流動性が低い環境にあり，友人から否定的評価を受けることへの恐れを抱いて
いる大学生は，SNS上でも同調的な行動や，次項のようなネガティブな反応を行ってしま
い，全般的な精神的健康が低くなるのではないかと考えられる。

否定的評価の恐れと社会的比較
関係流動性が低い環境で，友人から否定的評価を受けることへの恐れを抱いている青年
は，SNS上で社会的比較を行う傾向がある可能性も考えられる。社会的比較とは，Festinger
（１９５４）によって提唱された理論であり，人間は正確で安定した自己評価を得るために，
自己と能力やバックグラウンドが類似した他者と比較がなされると述べられている（磯
崎，１９９９）。SNSでは，数多くの友人や知人の投稿を閲覧し投稿したりすることで，現実
よりも頻繁に自分と他者の能力や社会的地位を比較し，自分の意見の妥当性や立ち位置を
確認していると言える（泉水・桑原，２０２２）。先行研究では，Twitter上で他者との比較
を行う大学生は，友人関係満足度が低くなり（叶，２０１９），気分状態への負の影響（岡
本，２０１７）や心理的不適応に繋がること（石本他，２００９）も報告されている。
このことから，関係流動性が低い環境で形成された否定的評価の恐れによって，常に自
分は友人よりも能力・より良い日常生活において劣っていないかが気になり，頻繁・過度
に同世代の周りの他者と比較するようになると考えられる。他者より自分が劣っている場
合，周囲から否定的評価をなされ，場合によっては除け者にされることが懸念されるため，
現代の友人関係において必要不可欠なSNS上でも，他者と自分とを比較する傾向が認めら
れる可能性があり，結果として精神的健康を低下させると考えられる。しかし，SNS上で
も日常生活において関わりのある友人と比較を行い，その結果として全般的な精神的健康
の低下をもたらすのかについて，これまでに十分な検討はなされていない。

本研究の目的
以上をまとめると，個々人が暮らす社会環境における関係流動性の低さが現実場面での
同調等を導き，精神的健康が悪化することは明らかとなっている（e.g., 中里，２０１７）。し
かし，同様の過程がSNSの世界でも生じるのかどうかは十分な検討がなされていない。そ
の一方で，現実の社会生態学的環境である関係流動性がSNS上での心理・行動傾向を予測
すること（Thomson et al.,２０１５）は示されている。そのため，本研究では，大学生を対象
に，関係流動性及び否定的評価を受けることへの恐れが，SNSでの同調・社会的比較や精
神的健康にどのように関わるのかを明らかにすることを目的とする。具体的には，「関係
流動性の低さ→否定的評価の恐れ→同調関連反応（閲覧強迫，過剰な繋がり）及び社会的
比較→精神的健康の低さ」というプロセスが存在するという仮説を立て，その検証を行う
（仮説モデルについてFigure１参照）。また，本研究では，現実での生活環境がどのよう
にSNSでの行動や反応に繋がるかを検討するため，より現実生活において相対する人々と
の交流が多く行われるLINE及び，Twitterのアカウントの中でも対面での関係性がある
人々と交流する目的で利用しているものに限定し検討を行う。
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【�．方法】
調査方法と調査対象者
２０２３年７月に，九州地方の国立大学において４つの講義の終了後に，受講者に調査につ
いて口頭で回答上の留意点とプライバシーの保護に関することを含めアナウンスをし，回
答に同意した方に対して質問紙調査を実施した。結果として２５２名から回答を得たが，LINE
及びTwitterを利用していない方や無記入，回答不備のあった方の回答を除外し，２２３名の
データを分析対象とした（男性６５名，女性１５６名，その他１名，無回答１名；Mage＝１９．２０
歳，SD＝１．００）。

調査内容
（１）デモグラフィックデータ
デモグラフィックデータの項目は，年齢，性別，LINE及びTwitterアカウントの有無の
４項目であった。本研究ではSNS利用時の心理・行動傾向について回答してもらうこと，
特に日常生活で関わりのある友人と繋がっているSNSを想起し回答してもらうことが必須
であった。そのため，LINEとTwitterのアカウントをいずれも持っていないと回答した者
は，分析対象から除外した。主たる研究目的の検討からは対象外となった者も含めて計算
すると，調査対象者の大半（２２３名，８８．５％）がLINEを利用していると回答し，Twitter
については１６９名（６７．１％）が利用していると回答した。また，LINEとTwitter両方とも
に利用していると回答した者は１６９名（６７．１％）であった。以上のことから，本研究が対
象とする大学生のSNS利用率はやや高いものの，都筑他（２０１７）の調査結果（LINE利用
率：９８．２％，Twitter利用率８３．２％）と比べるとやや下回り，LINEの利用率は高い一方で
Twitterの利用率はやや高めに留まる事が示された。この結果は，兵庫県内の女子中高生
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か九州地方一県の男女大学生か，という調査対象の違いによるものである可能性が考えら
れる。
（２）関係流動性尺度
Yuki et al.（２００７）が作成した関係流動性尺度１２項目に対して，「１．全くそう思わな
い―６．非常にそう思う」の６件法で尋ねた。この尺度は，社会生態学的観点に基づき，
個人の外部に存在し個人を取り巻く環境における人間関係の流動性を測定するために，質
問項目の内容が回答者の身近な社会（e.g., 学校，職場，住んでいる町，近隣）に住む人々
に当てはまる程度について回答を求めるものである（竹村・結城，２０１４）。項目例は，
「たとえ現在の対人関係に満足していなくても，彼ら（筆者注：あなたの周囲の人たち）
はそこに留まり続けるしかないことがよくある」，及び「彼らが新しい人たちと出会うの
は簡単なことだ」である。後述のように本研究では関係固定性因子を分析に用いた（M＝
３．６５，SD＝０．９０，α＝．８６）。
（３）他者からの否定的評価に対する社会的不安測定尺度（FNE）短縮版
笹川他（２００４）が作成した他者からの否定的評価に対する社会的不安測定尺度（FNE）
短縮版１２項目を使用した。「１．全く当てはまらない―５．非常によく当てはまる」の５
件法で尋ねた。質問項目総数の点から回答者の負担による測定誤差を考慮し，短縮版を使
用した（M＝３．５５，SD＝０．８９，α＝．９４）。なお，Watson & Friend（１９６９）の尺度及びLeary
（１９８３）や笹川他（２００４）による短縮版尺度の項目には，「私の友達が自分をどう思って
いるかをあれこれ考えてしまう」といった一般的な評価懸念とも捉えられる項目が一定数
含まれている。Watson & Friend（１９６９）は，他者からの否定的評価を恐れる人々は，結
果的にそれを避ける方法やシグナルとして他者からの承認を求め，より良い印象を与えて
いるか確認している可能性を示唆しており，そのことを反映するものであると考えられ
る。
（４）SNSストレス尺度
岡本（２０１７）が作成した７因子２６項目から成る尺度であり，「１．まったく当てはまら
ない―５．とてもよく当てはまる」の５件法で尋ねた。また，現実生活での人間関係を想
起して回答してもらえるように，「LINEや，Twitterでの日常生活で会う友人とのつなが
りがあるアカウントでの友人との関わりを想定して，回答してください」という教示文を
示し，回答を求めた。この尺度は，「閲覧強迫ストレス（以下，閲覧強迫）」因子（M＝
１．９４，SD＝０．７６，α＝．７６；項目例：定期的に見ていないと大事な情報を見落とすのでは
ないかと不安になる），「社会的比較ストレス（以下，社会的比較）」因子（M＝２．４３，
SD＝１．０９，α＝．８２；項目例：楽しそうな投稿を見ると嫉妬してしまう），「過剰な繋が
りストレス（以下，過剰なつながり）」因子（M＝２．０６，SD＝０．８３，α＝．５７；項目例：
常にSNSで人と繋がっている気がして疲れる）の他，「情報拡散不安ストレス（以下，情
報拡散不安）」因子（M＝２．４０，SD＝１．００，α＝．８１），「友達申請の拒絶ストレス（以
下，友達申請の拒絶）」因子（M＝２．４２，SD＝１．１９，α＝．８９），「SNSと現実のギャッ
プストレス（以下，SNSと現実のギャップ）」因子（M＝２．２３，SD＝０．９０，α＝．７６），
「背伸びストレス（以下，背伸び）」因子（M＝１．８５，SD＝０．８９，α＝．７９）の計７因子
から構成されるものである。
本研究では，上記の因子の中でも，他者への同調を測定するために「閲覧強迫」因子及
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び「過剰な繋がり」因子に着目し，また，自分と他者との比較を測定するために「社会的
比較」因子に特に注目して分析を行った。なお，他の因子については，SNSでの心理・行
動傾向の指標として補足的に収集した。そして，SNSストレス尺度で測る概念とストレス
理論との関係は明確にされていないとの指摘（中山，２０１８）もあるため，本研究ではSNS
でのストレスを測定するためではなく，SNS上での心理・行動傾向を測定する目的で本尺
度を使用した。なお，「過剰な繋がり」因子のみ十分な内的一貫性が示されなかったが，
結果の箇所で後述するようにSNSストレス尺度全体としての確認的因子分析において適合
度に問題は認められなかったこともあり，原典の構造に従い分析に投入することとした。
なお，「閲覧強迫」因子は「定期的に見ていないと大事な情報を見落とすのではないか
と不安になる」「友だちの投稿はいつもチェックしないといけない気がする」「SNSの情
報を見ておかないと，話題についていけない気がする」といった項目が含まれており，SNS
上での友人の情報を常に確認し，その上で友人の動向や話題に合わせる傾向を測定してい
る。また，「過剰な繋がり」因子については，「常にSNSで人とつながっている気がして
疲れる」「常に他人の情報を見ていることに疲れる」といった自分の意思にかかわらず友
人とSNS上で半ば強制的に交流をし続ける傾向を表している。これらの項目は，半強制的
な閲覧や交流をする傾向のみならず，その結果としての不安傾向や疲労感をも測定してい
るが，調査実施時点でSNS上での心理・行動傾向を測定する尺度が他には見当たらなかっ
たこと，及び本尺度はSNS上での反応を測定する上において一定の信頼性・妥当性が担保
されていることから，SNS上における同調性と類似した傾向を測定する指標として用いる
こととした。また，同調の測定に関しては，石本他（２００９）の同調性尺度をSNS用に修正
して使用することも考えられる。しかし，SNS用として文言を変更すると信頼性・妥当性
が保たれない可能性があり，また，「友人と同じことをしていないと不安だ」など，不安
を表す文言も含まれており同様の限界をもつため，SNSでの心理・行動傾向を測定するも
のとして作成されている岡本（２０１７）の尺度を採用した。
（５）精神的健康康調査票短縮版（GHQ‐１２）
中川・大坊（１９８５）による，「心配事のために睡眠時間が減ったことがありますか」
「物事に集中できますか」等の質問項目で構成されている全１２項目の尺度である。過去１
ヶ月における調査対象者の精神的健康を測定するために使用した（「１．そんなことはな
い―４．特に多い」の４件法）。授業後の限られた時間での調査となるため，質問項目総
数の観点から，回答者の負担及びそれによる測定誤差を考慮し，短縮版を使用した。なお，
本尺度は一般的な精神的健康を測定するものであるが，項目１２（社会における自身の無用
性について）のみ不快感や拒否反応を示す回答者が存在する可能性を考慮し，測定から除
外した。研究実施機関の研究倫理申請書類における項目６「研究対象者への負担並びに予
測されるリスク」について，倫理ガイドラインでは，「研究内容，所要時間などを考慮し，
予測されるリスクや負担を具体的に記述し，それに対してどのように対処するかを記載す
る。研究の協力によって，何らかの心理的問題を生じる可能性がある時には，心理面のケ
アができる体制を記載する（大分大学福祉健康科学部，２０２４, p. ２６）。」と述べられてい
る。調査実施時点では，著者は心理的支援に当たるための国家資格・公的資格を有してお
らず，万一，健康被害が生じた際の事後対応体制の構築が難しかったため，代替措置とし
て不快感や拒否反応を喚起する可能性があると思われた質問項目１つを除外する措置を
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採った。分析に当たっては，天谷・佐藤（２０１９）を参考に，１点から４点に換算して使用
した（M＝２．１６，SD＝０．５７，α＝．８６）。

倫理的配慮
調査は無記名で実施され，学会発表や論文においても個人が特定される可能性のある情
報は一切公表しないこと，回答の処理からデータの保管，処分まで，プライバシーは厳重
に保護されること，回答は任意のため拒否や途中離脱の権利が保障されること，質問への
回答が当該授業の成績に反映されることはないことを伝え，同意を得た上で回答をしても
らった。また，研究は公的な資金を用いて行われているため利益相反は発生しないこと，
及び大分大学福祉健康科学部倫理委員会の承認を得て研究が実施されていること（承認番
号：Ｆ２３００１１）も併せて伝えた上で，回答の同意を得た。

分析手順
統計ソフトウェアMplus８．１０（Muthén & Muthén,２０１７）及びHAD（清水，２０１６）を用
いて分析を行った。まず，各尺度について確認的因子分析を行い，因子構造を確認した後，
構造方程式モデリングを行った。モデル適合度の判断は，一般的なモデル適合度基準（Hu
& Bentler,１９９９）に基づいた。適合度の良いモデルの基準は，CFIが．９５に近いかそれ以上，
RMSEAが．０６に近いかそれ以下，SRMRが．０８に近いかそれ以下であることである。なお，
基準としての厳格度はそれほど高くはなく，一般的に目安として参照されることが通例で
ある（Brown,２０１５）。

【�．結果】
各尺度の適合性，信頼性に関する検討
関係流動性の因子構造は研究者間で異なり議論が分かれており（e.g., 平川・清水・鬼
頭，２０１４；中里，２０１７；Sato et al.,２０１４；Takemura,２０１４参照），また，近年の研究では，
当該概念の中核を占めると考えられる「関係固定性」因子や「関係形成・解消の自由度」
など，類似した構造をもつ因子を用いて種々の心理傾向との関連性が検討されている（e.
g., パートナーに対する親密性：山田・鬼頭・結城，２０１５；間接的要求における友人査定
機能：平川他，２０１４；自由選択の感覚：中里，２０１７）。以上を踏まえ，本研究では，平川
他（２０１４）や中里（２０１７）で採用されている「関係固定性」因子を，関係流動性の低さを
表す指標として用いて以降の分析を行った。なお，「関係固定性」因子とは，当該環境に
おいてそれぞれの人間関係や集団が閉ざされており，既存の対人関係から離脱すると他の
関係へ移行することが困難な程度（山岸，１９９８；Yamagishi et al.,２００８；Yamagishi & Yam-
agishi,１９９４）を表す。関係流動性の低さの機能である排斥コストの高さを生み出す環境と
は，単純にその時点まで面識がなかった人々と新たに出会ったり話したりする機会が少な
い環境（「新規出会い」因子として知られる）と言うよりは，上記のような関係固定的な
環境であると考えられ（中里，２０１７），その意味で「関係固定性」因子は関係流動性の概
念の中核を占めるものであると考えられる。当該因子を構成する３項目に対する確認的因
子分析においても，因子負荷量の点から一因子構造を支持する結果が示された（適合度：
χ２（０）＝．００，p＜．００１；CFI＝１．００，RMSEA＝．００，SRMR＝．０５；Table １参照）。
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また，その他の尺度に対しても原典通りの構造を採用した上で確認的因子分析を実施し
た結果，否定的評価の恐れ及びSNSストレス尺度については許容範囲内の適合度が得られ
た（否定的評価の恐れ：χ２（５４）＝２３２．９０，p＜．００１；CFI＝．９０，RMSEA＝．１２，SRMR
＝．０５；SNSストレス尺度：χ２（２７８）＝６２６．８０，p＜．００１；CFI＝．８７，RMSEA＝．０８，SRMR
＝．０７）。しかし，精神的健康尺度については，原典の一因子構造では適合度が低い結果
となった（χ２（４４）＝４０９．１６，p＜．００１；CFI＝．６６，RMSEA＝．１９，SRMR＝．１２）。元来，
一因子構造が理論的に想定されてきた中，このような結果となった背景には，１項目を除
去したことが影響している可能性も考えられる。その一方で，逆転項目の多さが影響して
いるとも考えられる。単一の概念を測定する尺度内に逆転項目が多く含まれると，それら
逆転項目が意味内容によってではなく方法論的に（尋ね方が順方向か逆方向かによって），
独立した因子として抽出されてしまうことが近年指摘されている（e.g., Gelfand et al.,
２０１１）。例えば，Gelfand et al. （２０１１）では，「逆転項目の多さは実質的に意味がある因
子ではなく方法論因子（method factors）の抽出に繋がり，理論的にはほとんど意味がな
い異なる因子を生み出す素地があることが心理測定的研究によって指摘されている（Gel-
fand et al.,２０１１, supporting online material, pp. ２～３）。」と述べられている。よって，
本研究で用いた精神的健康尺度では逆転項目が半数以上を占めているため，単一概念を測
定していても，二因子構造という結果となったのではないかと推測される。Brown（２０１５）
では，このような理論的意味内容において同一であるにも拘らず方法論的に異なる因子に
分かれて抽出される場合には，単一概念としてまとめるための高次因子を設けて測定する
ことが推奨されている。彼の議論を踏まえ，本研究においてもポジティブな側面を表す因
子とネガティブな側面を表す因子の２つに分割した上で，高次因子を設定した測定モデル
を採用することにした。確認的因子分析であることを踏まえると，この高次因子測定モデ
ルの適合度は許容範囲内であった（χ２（４２）＝２０２．３８，p＜．００１；CFI＝．８５，RMSEA＝．１３，
SRMR＝．０７）。なお，本研究では，便宜上，精神的健康の低さとして測定するため，ポ
ジティブな側面を表す因子を逆転項目として，ネガティブな側面を表す因子を順項目とし
て測定モデルを構成した（ポジティブな側面の因子負荷：－．７５，ネガティブな側面の因
子負荷：．６７）。
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仮説モデルにおける諸変数間の関係性の検討
測定モデルが確定した後に，諸変数間の関係性を検討するために構造方程式モデリング
を実施した。まず，関係固定性が否定的評価の恐れを予測し，そして同調関連（閲覧強迫，
過剰な繋がり）及び社会的比較のSNSストレスへの効果を示し，結果的に精神的健康の低
さを予測するというモデルを想定し，仮説の検証を行った。なお，初期モデルでは，仮説
モデルで想定したパスに加え，適合度の観点から，関係固定性から社会的比較への直接効
果に関するパスも採用した（適合度：χ２（６１９）＝１３５３．８５，p＜．００１；CFI＝．８３，RMSEA
＝．０７，SRMR＝．１１）。結果として，「関係固定性」から「否定的評価の恐れ」及び「社
会的比較」に有意な直接効果があることが明らかとなった（それぞれ，β＝．１５，９５％ CI
［．０１，．２８］；β＝．３０，９５％ CI［．１７，．４３］）。続いて，「否定的評価の恐れ」から「閲
覧強迫」と「社会的比較」に有意な効果がある一方で（それぞれ，β＝．１５，９５％ CI［．００１，
．３０］；β＝．２５，９５％ CI［．１２，．３９］），「否定的評価の恐れ」から「過剰な繋がり」へ
の効果は非有意であること（β＝．１４，９５％ CI［－．０６，．３３］）が示された。そして，
「社会的比較」及び「過剰な繋がり」から「精神的健康の低さ」に対して有意な効果があ
る一方で（それぞれ，β＝．２５，９５％ CI［．０５，．４５］；β＝．３３，９５％ CI［．０７，．５８］），
「閲覧強迫」から「精神的健康の低さ」への効果は非有意であることが示された（β＝
．０９，９５％ CI［－．１２，．２９］）。
以上の結果をまとめると，「閲覧強迫」及び「過剰な繋がり」の２因子は否定的評価の
恐れ，もしくは精神的健康との関連性は認められず，関係流動性から精神的健康への過程
に対する媒介変数としての役割は果たしていないことが示された。そのため，これら２因
子をモデルから除外し，SNSストレス尺度の中では「社会的比較」因子のみを投入した上
で再度，構造方程式モデリングを実施することとした。また，Mplusによる修正指標（MOD
（All）コマンドの結果）を確認したところ，否定的評価の恐れの項目間（項目２と５，
項目９と１１）に相関を仮定することが推奨された。質問項目を参照したところ，「項目２
：他の人が私の欠点に気づくのではないかとしばしば心配する」と「項目５：人に自分の
欠点をみつけられるのではないかと心配だ」，並びに「項目９：他の人が私のことをどう
思うかはほとんど気にならない」と「項目１１：他の人が私をどう思っているか気にかけな
い方である」の２つの組み合わせともに，項目内容が非常に似通っていることが確認され
た。一般的には相応の理由がなければ同一因子を構成する項目間に相関を仮定しないが，
項目の意味内容の類似及びMplusの修正指標による示唆を踏まえ，それぞれの項目の誤差
間に相関を仮定した。
「社会的比較」因子のみのモデルで，上記の修正指標に基づいた修正を行った上で，再
度，構造方程式モデリングを行った。その結果，適合度指標については，χ２（３６８）＝
７５２．７０，p＜．００１，CFI＝．９０，RMSEA＝．０７，SRMR＝．０７という値が得られた。この結果
は，一般的なモデル適合度基準（Hu & Bentler, １９９９）に照らし合わせて十分に良く，か
つ比較検討した中で最も良いモデルであった（パス係数と因子負荷については，Figure ２
とTable２を参照）。細かくパスを見ていくと，「関係固定性」から「否定的評価の恐れ」
に有意な効果があること（β＝．１４，９５％ CI［．００４，．２８］），「関係固定性」から「社会
的比較」に対しても有意な効果が見られること（β＝．３０，９５％ CI［．１７，．４３］），「否
定的評価の恐れ」から「社会的比較」に有意な効果があること（β＝．２４，９５％ CI［．１０，
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．３７］）が認められた。また，「否定的評価の恐れ」から「精神的健康の低さ」が有意で
あり（β＝．４９，９５％ CI［．３３，．６４］），「社会的比較」から「精神的健康の低さ」も有
意であること（β＝．２４，９５％ CI［．０８，．４１］）が明らかとなった。なお，「関係固定性」
から「否定的評価の恐れ」へのパスにおいて，得られたβの値はSato et al.（２０１４）や中
里（２０１７）と同様であり，関係流動性尺度が回答者自身のことではなく，身近な環境の人々
の人間関係の流動性を問う形式となっていることを踏まえると，その値は決して小さいも
のだとは言えない。また，否定的評価への恐れ尺度の項目２と項目５，項目９と項目１１の
誤差間の相関も有意であった（項目２と項目５：r＝．５７，９５％ CI［．４７，．６６］；項目９と
項目１１：r＝．２９，９５％ CI［．１６，．４３］）。さらに，関係固定性から精神的健康への間接効
果についても有意であることが認められた（β＝．１５；９５％ CI［．０６，．２５］）。以上から，
「関係固定性」が「否定的評価の恐れ」及び「社会的比較」を介して，最終的に「精神的
健康の低さ」に繋がると示されたため，仮説は一部支持されたと言える。なお，補足的に
収集していた他のSNSストレス因子（「情報拡散不安」因子，「友達申請の拒絶」因子，
「SNSと現実のギャップ」因子，「背伸び」因子）と，関係固定性，否定的評価の恐れ，
精神的健康との関連についても検討したが，いずれも媒介変数であるとは認められず，モ
デル適合度も低いものであった（e.g., 否定的評価の恐れ→情報拡散不安：β＝．２３，９５％
CI［．０９，．３７］，情報拡散不安→精神的健康：β＝－．０１，９５％ CI［－．２３，．２１］；適合度：
χ２＝２８０５．３５（１２５５），p＜．００１，CFI＝．７６，RMSEA＝．０７，SRMR＝．１４）。２）
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【�．考察】
本研究の目的は，大学生を対象とし，現実生活の環境において人間関係が固定的である
ほど，他者からの否定的評価の恐れを抱き，現実生活でも関わりのある友人と繋がってい
るSNS上でも同調的な行動や社会的比較を行い，結果として精神的健康が低くなるという
仮説を検証することにあった。構造方程式モデリングによる分析の結果，同調性を表す
「閲覧強迫」因子及び「過剰な繋がり」因子による有意な効果は認められなかったため，
SNSストレス因子のうち「社会的比較」因子のみを用いるといった修正を施したモデルを
最終モデルとして採用した（Figure ２参照）。つまり，「関係固定性（関係流動性の低さ）
→否定的評価の恐れ→社会的比較→精神的健康の低さ」という過程の存在が明らかとな
り，仮説は一部支持された。

関係固定性が否定的評価の恐れと社会的比較を経て精神的健康の低さを導く過程の検討
本研究で使用したSNSストレスとしての「社会的比較」を測定する尺度は，自分と他者
を比較をし，結果として生起するネガティブ感情をも測定するものであった。そのため，
本研究の結果から，人間関係が固定的な環境（i.e., 関係流動性の低い環境）では，周りの
人々からの否定的評価を受けることへの懸念が生じやすく，結果としてSNS上でも自分と
友人とを比較して嫉妬や劣等感を抱きやすく，最終的に全般的な精神的健康が悪化するこ
とが明らかとなった。
関係流動性の低い環境では，新たな人間関係を形成することが難しいことにより，他者
から否定的評価を受けることに対する懸念が生じやすい（Yamagishi et al.,２００８）。故に，
集団からの排斥を恐れ回避するため，SNS上でも他者の反応を気にした上での行動の生起
に繋がる可能性がある。事実，Thomson et al.（２０１５）では，現実の社会生態学的要因で
ある関係流動性がSNS上での心理反応を説明することが示されており，また，高橋・伊藤
（２０１６）では，我が国においてLINEとTwitterの利用時には他者からの反応を常に気にし
ながら行動することが多いことが明らかになっている。さらに，SNSでは相手の姿を直接
見ることができず，投稿者の都合に応じて呈示されたわずかな情報（文字や画像など）の
みを手がかりとして判断してしまうため，他者をより幸福で望ましい状態だと認知しやす
いことが指摘されている（Chou & Edge, ２０１２）。また，泉水・桑原（２０２２）では，SNS
上で自分と他者とを比較する人は相手に妬みを感じる傾向が示されており，一般的に社会
的地位などに関して他者と自分を比較することはネガティブな感情の生起に繋がること
（外山，２００２）から考察がなされている。以上から，SNS上で友人の投稿を見て，相手と
自分とを比較して妬みを感じて劣等感を抱いたり，悲しい気持ちになったり，相手の方が
幸せそうに感じたりして，結果的に全般的な精神的健康の低下が生じるのだと考えられ
る。本研究で得られた結果は，上述の先行研究の結果と一致するものであり，また，現実
の社会環境がSNSでの心理傾向を介して人々の精神的健康を説明することを初めて明らか
にしたものである。
また，分析結果から，関係固定性から社会的比較への直接効果も認められた。先述の通
り，関係固定性が高い（関係流動性が低い）環境では，排斥を恐れる傾向及び嫌われるよ
うな行動や目立つことを避ける傾向が形成される（竹村・結城，２０１４）。その一方で，当
該環境では，より緊密（more tightly knit）な関係が形成されやすいことや，長年付き合
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いのある人々（友人，近隣の人，親族）との交流を好む（Oishi, Schug, Yuki, & Axt,２０１５）
という指摘もなされている。よって，関係流動性が低い環境では，密度の濃い人間関係が
形成されやすいがゆえに，緊密な関係性にある友人の楽しそうなSNS投稿が必然的に気に
なり，それを見て嫉妬したり悲しくなったりといった社会的比較が生じやすくなるのでは
ないかと考えられる（反対に，関係流動性が高い環境では，交流や比較の対象を別の関係
性に求めれば良い）。この点でも社会環境がSNS上での個人の心理・行動傾向を予測する
ことが示されたと考えられる。

「過剰な繋がり」及び「閲覧強迫」についての検討
分析結果からは，人間関係の流動性が低い環境ほど，否定的評価の恐れが生じやすく，
閲覧強迫的になるものの，過剰な繋がりによる疲弊は生じないこと，及び閲覧強迫的になっ
ても全般的な精神的健康は損なわれないことが示された。これらは仮説とは反する結果で
あった。まず，否定的評価の恐れと過剰な繋がり因子の間に有意な関連性が認められなかっ
た背景として，評価懸念が高い人ほど否定的評価を受けないようにした結果，SNS上で友
人と積極的な交流を必ずしも図らない可能性が考えられる。否定的評価の恐れと社交不安
との関連性が指摘されており（e.g., Kocovski & Endler, ２０００），否定的評価の懸念が高い
人ほど，ネガティブな帰結を避けるために対人的状況を回避するようになる（朝倉，２０１５）。
自分と友人とを比較するために，SNSを小まめに確認するものの，友人との交流自体は避
けたり，受動的な関わりをしたりする傾向があると考えられる。事実，類似概念である拒
否回避欲求（菅原，１９８６）とSNS上での消極的な対人交流との関連性が先行研究で示され
ており（小島，２０１６），否定的評価の恐れもSNSでの友人との過剰な繋がりを一般的には
予測しない可能性がある。次に，閲覧強迫が精神的健康の低さを有意に予測しなかったこ
とについてだが，先行研究の中には「友人から嫌われないようにするため，投稿に反応し
ないとならない」という義務感だけでSNSを利用している人は，ストレスに繋がりやすい
ことを示しているもの（稲塚・前川，２０２３）も存在する。その一方で，本研究で明らかと
なったように，情報の見落しに強迫的になること自体が問題となるのではなく，他者の投
稿を見て自身と比較することが精神的健康の低さを導く原因である可能性が推測される。
今後の研究では，この可能性をさらに検討する必要もあるだろう。
分析結果からは，否定的評価の恐れから精神的健康への直接効果も認められた。自分が
友人からどのように評価されているのか，自分は価値のある人間なのかと煩悶し，その結
果として精神的健康が損なわれやすいものと推測される。その一方で，否定的評価への恐
れから精神的健康を説明する他の要因を見出すことも今後の研究の課題と言えよう。本研
究ではSNS上での同調行動についても検討を行ったが，「閲覧強迫」因子と「過剰な繋が
り」因子において十分な結果が得られなかった。そのため，SNSでの交流において，より
直接的に自由が抑制されるという観点（cf. 中里，２０１７）からの検討をしていくことも，
今後は必要だろう。

本研究の示唆と意義
本研究では，社会環境における関係流動性の低さ（関係固定性の高さ）がSNS上におけ
る個々人の心理・行動傾向を説明することが示された。本研究では対面でも関係がある
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人々と交流する目的でSNSを利用している者に回答者を限定しているため，関係流動性が
低い環境では，そのような目的でSNSを利用した場合，他者との社会的比較によって精神
的健康が害されやすくなると本研究で示したことには一定の意義があるものと考えられ
る。
上記の知見を踏まえて心理学の観点から，SNS利用による心理的な不調への支援方法
や，SNSとの付き合い方についての提案が可能となると考えられる。まず必要となる支援
として，SNS上での社会的比較の悪影響について情報発信を行うことが挙げられる。大学
生にとって，友人との関係構築・維持に必要不可欠であることから，SNSを利用しないこ
とは難しいと思われる。そのため，当該個人が置かれている環境の関係固定性が高いと捉
えている人が，日常の人間関係の延長としてSNSを利用する場合には，SNS上においても
社会的比較を行いやすく，結果として精神的健康を低下させる可能性があることについて
周知・理解していく必要があると言える。また，関係流動性の程度は同一国内でも差異が
あり，都市部よりも地方において低い傾向がある。社会環境が急激に変化することは見込
めないため，地方社会・地方都市では，よりSNSとの付き合い方に注意を促す必要がある
と考えられる。また，SNSでの友人関係に悩む若者に対して，社会生態学的な視点による
アセスメントを行うことも可能であると言える。本研究の結果から，関係流動性の低い環
境では，SNS上でも社会的比較を行ってしまうことが示された。そのため，SNS利用によ
る不調への対応を行う際は，利用者の人格など個々人の特性をアセスメントすることはも
ちろんのこと，不調を抱える個々人がどのような環境の中で生活しているのか，周囲の環
境が個々人の心理・行動傾向にどのように影響しているのかなど，環境面もアセスメント
する必要があると言えよう。環境と心理状態との相互作用を見ていくことで，より個々人
の置かれている状況や困りを正確にアセスメントでき，より適切な支援を見出していくこ
とに繋がると考えられる。
近年，大学生などの若者においてSNSは友人・知人との重要なコミュニケーション・
ツールとなっている（叶，２０１９；若本，２０２１）。その一方で，過剰な利用はSNS依存やSNS
疲れ（川端他，２０１７），及びSNSでの交流への負担感（都築他，２０１７；２０１８）を導くこと
が問題視されている。結果として，全般的な精神的健康の低減に繋がることは想像に難く
ない。このような中，問題視されるようなSNS利用は個人特性との関連性の点から主に検
討されてきた（e.g., 斉藤・野村，２０１２；二宮，２０１７）。その一方で，若者を取り巻く社会
環境の観点からの検討は十分になされてこなかった。本研究では，従来の研究とは一線を
画する形で，社会生態学的要因として関係流動性という概念を取り上げ，社会環境が大学
生のSNS利用のあり方を規定し，結果的に精神的健康の不調に繋がる過程について解明す
ることを試みた。その結果，周囲の環境において人間関係が固定的だと認識している者ほ
ど，友人から否定的な評価を受ける懸念が生じること，そして，そのような懸念からSNS
上でも友人の投稿を通じて社会的比較を行い，最終的に精神的健康を低めることが明らか
となった。大学生個々人の環境がSNS上の行動や心理傾向を予測し，SNSと精神的健康と
の関連のメカニズムに関する新たな知見が得られた点に，本研究の意義があると言える。
また，臨床心理学的支援という点に目を向けると，SNSでの友人関係やそれによる精神的
健康の不調に悩む若者に対する支援において，個人特性のみならず社会生態学的環境の特
徴や影響をも踏まえた上でのアセスメントや援助のあり方を見出す必要性の示唆が得られ
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た。この点において，本研究は若者のSNS利用に係る臨床心理学的支援方法の考案の一助
となったものと考えられる。
さらに，社会生態学的環境に関する従来の研究では，当該社会環境が形成する心理・行
動傾向は社会適応のために有益なものであるという観点から検討がなされ（e.g., Sato et al.,
２０１４），結果として精神的健康にどのような効果があるかについては十分な検討がなされ
てこなかった。そのような中，近年の研究（中里，２０１７）では，社会生態学的要因（関係
流動性の低さ）によって形成された心理・行動傾向（否定的評価の恐れ，自由の抑制）が，
結果的に日本人の精神的健康の低さをもたらしていることが示されている。本研究では，
この知見に，現実世界の社会生態学的環境がSNSでの心理・行動傾向をも予測するという
知見（Thomson et al.,２０１５）を組み合わせて提案モデルを構築し，関係流動性の低さが形
成したSNS上での心理・行動傾向も精神的健康の低さに繋がることを初めて明らかにし
た。以上から，本研究は社会生態学の研究領域に対しても，一定の貢献をしたものと考え
られる。

今後の展望・課題について
本研究には今後改善すべき課題も存在する。第一に，本研究では九州地方の大学生を対
象としたため，知見が他地域の大学生にも当てはまるかを検討すべきであろう。同一国内
でも，都市部と地方など地域間によって関係流動性の程度が異なるとの指摘がなされてい
る（e.g., Kitayama, Ishi, Imada, Takemura, & Ramaswamy,２００６; Takemura,２０１４）。その
ため，都市部や他地域の大学生に対しても調査を行い，知見の一般化可能性及び地域差を
検討する必要があると思われる。また，本研究での関係流動性の測定には，回答者の主観
的な認識に基づく一般的な尺度を用いた。今後は，客観的な指標として社会レベルの測定
（e.g., 回答者の平均値を当該地域環境の関係流動性の指標とする）を行っていく必要もあ
ると言える（中里，２０１７）。第二に，大学生以外においても同様の結果が得られるか調べ
ることも重要であると考えられる。SNSは幅広い年代において活用されており（総務
省，２０２１；２０２３），社会人の現実での行動を社会生態学的環境が説明した研究の存在（中
里，２０１７；内田・遠藤・柴内，２０１２）も併せて鑑みると，本研究の結果の適用可能性は十
分に考えられる。第三に，本研究では関係流動性の国内変動による検討を行ったが，日本
社会全体の環境要因とSNS行動の関連性について，国際比較研究を行う必要もあるだろう
（cf. 中里，２０１７；Sato et al.,２０１４；山田他，２０１５）。また，我が国において関係流動性が
高いSNSコミュニティに属する若者の行動や精神的健康状態を調べることも興味深い視点
となるであろう。第四に，現実の友人関係の延長線上にSNSでの交流が存在することも考
慮し，SNS上と現実世界での心理傾向の相互関連についても今後は検討していく必要があ
ると考えられる。
最後に，SNS行動の測定についての再検討が挙げられる。本研究では同調関連の「過剰

な繋がり」因子や「閲覧強迫」因子は，関係流動性から精神的健康の過程の中で，媒介変
数としての機能を示さなかった。実のところ，SNSストレス尺度内の因子間相関は非常に
高く（e.g., 過剰な繋がりと情報拡散不安：r＝．９０），過剰な繋がり因子のα係数も低い値
（．５７）であった。故に，SNSでの同調的反応が測定し難かった可能性も考えられる。もっ
とも，「否定的評価の恐れ→過剰な繋がり」「閲覧強迫→精神的健康の低さ」の推定値は，
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それぞれβ＝．１４と．０９であり，Cohen（１９８８）の効果量基準を踏まえると極小とは言えな
い。今後は，当該過程が有意に存在する可能性を確かめるために，使用尺度の改善やサン
プルサイズの増大を経た再検討の必要性もあるだろう。そして，「社会的比較」因子の項
目については，他者と比較をするという行動面と，比較の結果悲しみが生じるなどの感情
面の２つの意味合いが含まれていた。同様に，「過剰な繋がり」因子や「閲覧強迫」因子
にも不安傾向や疲労感の成分が含まれている。現状ではSNS上での社会的比較行動や同調
行動を扱う尺度は他に見当たらないが，他者と比較をする，他者に同調するという行動自
体が精神的健康を予測するかを検討するため，今後はさらにより良い尺度を作成し検討す
る必要もあると考えられる。加えて，精神的健康の指標としてのGHQ‐１２では，倫理的
配慮の観点から１項目を削除して使用した。このことは本研究の課題であり，GHQ尺度
の信頼性と妥当性を低下させ，結果的に諸変数の精神的健康に対する効果についての結果
に影響を与えた可能性もある。順項目と逆転項目を高次因子でまとめる手法はよく用いら
れる（cf. Brown, ２０１５）が，全１２項目の使用であれば，その必要性はなかった可能性もあ
る。今後の研究では，１２項目全ての使用や，より項目数の多いGHQの原版（中川・大
坊，１９８５）などを使用するべきだと言える。

結語
本研究では，関係流動性の低さが否定的評価の恐れを介して，閲覧強迫，過剰な繋がり，
社会的比較などのSNSストレスが生じ，結果的に精神的健康の低さに繋がるという仮説の
下に研究を行った。その結果，「関係固定性→否定的評価の恐れ→社会的比較→精神的健
康の低さ」という過程の存在が示された。閲覧強迫及び過剰な繋がりに係る有意な効果は
認められなかったものの，仮説は一部支持されたと言える。本研究により，自分自身の置
かれている環境が固定的だと認識している人ほど，否定的評価の恐れが生じやすいこと，
否定的評価の恐れが生じると社会的比較を行い精神的健康が低くなることが明らかとなっ
た。本研究での知見は，今後の社会生態学的環境とSNS行動に関する研究のあり方，及び
SNS上を含めた大学生の友人関係の在り方を考察していくための一助となるものと考えら
れる。

＜注＞
１．否定的評価の恐れの関連概念として，公的自己意識特性や私的自己意識特性（Fenigstein,
Scheier, & Buss, １９７５），自己注目や自己没入（坂本，１９９７）があるが，これらは自分
自身に注意や意識を向けやすい傾向を表す。頻繁に自己に注意を向ける者は抑うつなど
心理的不適応状態に陥りやすいことが指摘され（e.g., Salovey, １９９２），一般的に自分の
思考・動機・態度など内的側面に注意を向けやすい傾向である私的自己意識特性や内面
への注目が持続する傾向である自己没入が抑うつと関連することが示されている（坂
本，１９９７）。その一方で，他者から観察される自分を過度に気にすることに繋がるため，
自分の振る舞いや容姿など，他者から見られる自己の外的側面に注意を向けやすい公的
自己意識特性も心理的不適応と関連することが一部報告されている（金子，２０１７）。こ
れらの中でも，特に公的自己意識は否定的評価への恐れとの関連性が想定されるが，行
動のみならず外見・容姿をも含めた他者の目に映る「自己」への注目を取り上げるか，
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自分を評価の対象とする「他者」そのものに焦点を当てるか，という点に差異があると
言える。菅原（１９８６）では，否定的評価の恐れの類似概念である拒否回避欲求や称賛獲
得欲求と公的自己意識との相関が報告されているが，それぞれは別概念として捉えられ
ている。関係流動性の低さによって形成されるものは，自己への注意の向け方というよ
りも直接的に他者から否定的に評価されて排除されることを恐れることであると先行研
究では考えられてきた（e.g., Sato et al.,２０１４；竹村・結城，２０１４）。よって，本研究で
は自己への注目や意識を扱う概念ではなく否定的評価の恐れを遡上に挙げるものとす
る。

２．本研究で用いた社会的比較尺度のうち２項目は，他者との比較の結果，否定的感情
（嫉妬，悲しみ）を抱くことまでを文言に含んでいる。そのことが，前後の変数との関
連性を生んだ可能性を考慮し，当該２項目を測定モデルから除外した上で補足的分析を
実施した。その結果，最終モデルの結果のパターンには大きな変化は認められなかった
（χ２（３１６）＝６５５．５６，p＜．００１，CFI＝．９０，RMSEA＝．０７，SRMR＝．０６；関係固定性→
否定的評価の恐れ : β＝．１５，９５% CI［．０１，．２９］，関係固定性→社会的比較 : β＝．２１，９５
% CI［．０８，．３４］，否定的評価の恐れ→社会的比較 : β＝．２６，９５% CI［．１４，．３９］，否定
的評価の恐れ→精神的健康の低さ : β＝．４９，９５% CI［．３３，．６４］，社会的比較→精神的
健康の低さ : β＝．２２，９５% CI［．０７，．３７］）。また，社会的比較尺度の残り１項目が精
神的健康を測る尺度の「不幸せで憂うつと感じますか」と結びつくため精神的健康を予
測した可能性を考慮して後者の項目を除外したが，分析結果に変化はほとんど見られな
かった（χ2（２２３）＝４８０．４３，p＜．００１，CFI＝．９１，RMSEA＝．０７，SRMR＝．０６；関係固
定性→否定的評価の恐れ : β＝．１５，９５％ CI［．０１，．２９］，関係固定性→社会的比較 :
β＝．２１，９５% CI［．０８，．３４］，否定的評価の恐れ→社会的比較 : β＝．２４，９５％ CI［．１２，
．３７］，否定的評価の恐れ→精神的健康の低さ : β＝．４５，９５% CI［．２９，．６１］，社会的比
較→精神的健康の低さ : β＝．２４，９５% CI［．０９，．３９］）。
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〔研究ノート〕

青年期における自己注目と劣等感の関連について
The relation between self-attention and inferiority

feeling in adolescent．

鈴木 千智（Chisato Suzuki）１・溝口 剛（Tsuyoshi Mizoguchi）２

要旨：本研究では，青年期における「肯定的自己」と「否定的自己」の２つの自己側面へ
の注目が，「自己内省」「自己反芻」ならびに「劣等感」に及ぼす影響について検討した。
その結果，「否定的な自己側面への注目」のみでは「自己反芻」に繋がり「劣等感」は増
幅するが，「否定的な自己側面への注目」に加えて「肯定的な自己側面にも注目」するこ
とで「自己内省」が促進され，「劣等感」が低減されることが明らかとなった。また，
「劣等感」を低減させるため，そして安定した自尊感情を獲得して自己形成を促進するた
めには，肯定的あるいは否定的な自己側面のどちらか一方ではなく，その両面に目を向け
ることが重要であると考えられた。さらに「自己内省」が「自己反芻」に移行してしまう
可能性があることから，思考が「自己反芻」に陥ることを防ぎつつ「自己内省」を高める
という自己注目の在り方への対処法を身に着けることが，「劣等感」の低減に寄与する可
能性があると示唆された。

In this study, we examined the effects of attention to two self-aspects in adolescent, atten-
tion to positive self and attention to negative self, on self-reflection, self-rumination, and feel-
ings of inferiority. The results showed that attention to negative self-aspects alone promoted
self-rumination and increased feelings of inferiority, whereas attention to positive self-aspects
in addition to attention to negative self-aspects promoted self-reflection and reduced feelings
of inferiority. It was also considered important to focus on both positive and negative aspects
of the self in order to reduce feelings of inferiority, acquire stable self-esteem, and promote self
-development. Furthermore, because self-reflection can become self-rumination, it was
thought that learning how to manage the state of self-attention, which involves increasing self-
reflection while preventing thoughts from becoming self-rumination, could contribute to re-
ducing feelings of inferiority.

キーワード：青年期，自己注目，劣等感，共分散構造分析，質問紙法
Adolescence，Self-attention，Inferiority feeling，Structural Equation Modeling，
Questionnaire method

利益相反の有無：COIなし

１．大分大学大学院福祉健康科研究科臨床心理学コース
２．大分大学福祉健康科学部心理学コース
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倫理承認番号：Ｆ２３００１９

�．問題・目的
劣等感とは，何らかの劣性を認知した時に生じる否定感情の総称のことをいう（髙
坂，２００８）。劣等感は，友尻（２０１１）が「人が社会の中で自分と他者を比べたり，今の自
分と理想の自分を比べたりして，それよりも劣っていると感じて悩み，苦しむというよう
な感情」と述べるように，自己と他者との比較だけでなく，現実の自己と理想の自己の比
較によっても生じる感情である。劣等感が強まると行動が消極的となり，自己を劣弱なも
のと捉えて自信を失い苦しむことになりやすい（武田，１９６２）。また，「劣等感が人格全
体に関係する感情にまで発展すると『自分は何のとりえもなく価値のない“人間”である』
と自己の全体を否定するものまで」（返田，１９８６）に至ってしまい，精神的不健康に繋が
ることもある（安部，２０１６）。特に青年期は自己意識の高まりによって，自他を比較する
行動が顕著になって他者との差異を実感したり，青年の目が自己に向けられたりすること
によって，他の時期よりも劣等感が高まりやすい時期とされている（返田，１９８６）。劣等
感に影響を与える要因にはさまざまあるが（髙坂・佐藤，２００９など），ここでは自分に対
する注意の向け方としての「自己注目」を取り上げる。
「自己注目」とは，「自分に注意を向けている状態およびそうしやすい性格特性」（坂
本，１９９７）のことを指し，抑うつや不安などの心理的不適応と関連する一方で，自己理解
や精神的健康を促す適応的な側面とも関連することが指摘されている。Tapnell&Campbell
（１９９９）は，「自己注目」を「自己反芻（self-rumination）」と「自己内省（self-reflection）」
とに分けて検討した１。高野・丹野（２０１０）は自己反芻と自己内省について以下のように
説明している。「自己反芻」とは，「ネガティブで慢性的，かつ持続性の強い自己注目で
あり，自己への脅威や喪失，不正によって動機づけられ」，「不安，抑うつ，怒りと結び
ついた自己関連の繰り返しの思考」であり，「抑うつやビッグファイブの神経症傾向と関
連」した「不適応的なタイプの自己注目」であるとされる。これに対して，「自己内省」
は「自己への好奇心や興味によって動機づけられ，自己理解や精神的な健康の促進に寄与
しているとされており，ビッグファイブの開放性と関連していることから，適応的なタイ
プの自己注目」とされている。
青年期は自分について考える機会が増えることから，特に自己注目が高まる時期（坂
本，１９９７）といえるが，青年期における自己注目と劣等感の関係について検討した研究に
中村（２０１６）がある。中村（２０１６）は，青年期における「理想自己と現実自己の差異」と，
不適応的／適応的自己注目である「自己反芻」「自己内省」が，「劣等感」に与える影響
を検討した。その結果，「理想自己と現実自己の差異」の大きさが「劣等感」を高めるだ
けでなく，「理想自己と現実自己の差異」を「自己反芻」が媒介して「劣等感」に正の影
響を与えていることが示された。このことから，「理想自己と現実自己の差異」によって
生じる自己の「否定的な側面」（現実自己の至らなさ）が「自己反芻」されることによっ

１「自己反芻（self-rumination）」と「自己内省（self-reflection）」について，高野・丹野（２００８）
のRRQ日本語版では，「反芻」および「省察」という訳語が与えられている。しかし，高野ら
（２０２１）では「自己反芻」および「自己内省」という訳が与えられており，本研究においても自
己に注目するという観点から高野ら（２０２１）の訳語を用いて研究を進めた。
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て，「劣等感」を増幅していることが推測される。一方で，「自己内省」は「理想自己と
現実自己の差異」を媒介することなく，独立して「劣等感」に負の影響を与えていた。こ
のことから，「自己内省」が「劣等感」を低めることは示唆されるものの，自己の「どの
ような側面」を自己内省することが「劣等感」を軽減しているのかについては，具体的な
示唆は得られていない。
この点に関して，熊田・及川（２０１５）は，精神的健康を促進するためには自己の「肯定
的な側面」だけではなく「否定的な側面」も含めて理解することが重要であるとの考えか
ら，「自己内省」においても肯定的自己・否定的自己の双方に注意を向けることが重要と
考えた。そして，これら「肯定的自己への注目」と「否定的自己への注目」という２つの
自己側面への注目が「自己内省」と「自己反芻」ならびに「抑うつ」に及ぼす影響につい
て検討した。その結果，まず「自己内省」については「肯定的自己への注目」と「否定的
自己への注目」のどちらとも正の相関があること，また「自己反芻」については「否定的
自己への注目」のみと正の相関があることが示された。また，「肯定的自己への注目」と
「否定的自己への注目」を独立変数，「自己内省」「自己反芻」「抑うつ」のそれぞれを
従属変数として２要因分散分析を行ったところ，「肯定的自己への注目」が高い群におい
ては「否定的自己への注目」が高い方が低い方よりも「自己内省」しやすいこと，「否定
的自己への注目」が高い群においては「肯定的自己への注目」が高い方が低い方よりも
「自己内省」しやすいことが示された。すなわち，「自己内省」は，肯定的な自己の側面
のみならず否定的な自己の側面を含めた両側面に注目することによってより深化する可能
性が示唆された。また，「自己反芻」については，「肯定的自己への注目」の程度に関わ
らず，「否定的自己への注目」が高い者ほど「自己反芻」が高いことが示された。また，
熊田・及川（２０１５）では，これら自己注目と「抑うつ」との関連については，否定的自己
への注目が抑うつを高め，肯定的自己への注目は有意傾向ではあるが抑うつを低減させる
可能性を示唆している。しかし，熊田・及川（２０１５）の研究では，変数間の全体的な関係
までは言及されておらず，それらが「劣等感」に及ぼす影響についても触れられていない。
そこで本研究では，「肯定的自己への注目」と「否定的自己への注目」という２つの自
己側面への注目が，「自己内省」「自己反芻」ならびに「劣等感」に及ぼす影響について
検討することを目的とする。仮説は以下のとおりである（Figure１）。

まず，熊田・及川（２０１５）において，自己反芻には否定的自己への注目が影響しており，
自己内省には肯定的自己への注目と否定的自己への注目が影響していると考えられるこ
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と，さらに否定的自己への注目が抑うつを高め，肯定的自己への注目は有意傾向ではある
が抑うつを低減させる可能性を示唆している。これを踏まえて，本研究では仮説を次のよ
うに設定する。「肯定的自己への注目」は「自己内省」に正の影響を及ぼすと同時に，直
接的に「劣等感」に負の影響を与える。また，「否定的自己への注目」は，「自己内省」
と「自己反芻」に正の影響を及ぼすと同時に，直接的に「劣等感」に正の影響を与える。
さらに，中村（２０１６）において，劣等感に対して自己反芻が正の影響を与え，自己内省は
負の影響を与えるという結果が示されていることから，「肯定的・否定的自己への注目」
という２つの自己側面への注目から正の影響を受けた「自己内省」は「劣等感」に負の影
響を与え，「否定的自己への注目」から正の影響を受けた「自己反芻」は「劣等感」に正
の影響を与える。
この研究の意義は，精神的健康を阻害する要因となりうる「劣等感」を軽減するために，
自己の「どのような側面」（肯定的・否定的）に注目することが有効であるか，また，
「どのように注目すること」（内省・反芻）が有効であるかという観点から，その具体的
な対応手段を検討する際の基礎的知見を提供するところにある。

�．方法
１．調査対象者
地方国立Ａ大学に所属する学生１３３名からデータを得て，のちの分析に利用した。

２．調査時期
２０２３年１０月～１１月

３．手続き
１）調査方法
Googleフォームを用いてweb調査を行った。調査実施前に，Ａ大学の講義担当教員に調
査依頼を行い，承諾を得た上で，担当教員の講義を受講する学生に対してweb調査を実施
した。具体的には，大学のオンライン講義または対面講義の開始前に，パワーポイント資
料にてGoogleフォームのQRコードあるいはURLを提示し，Googleフォームにて回答して
もらった。調査協力や調査の趣旨に関する説明は，口頭および調査フォーム上の文章にて
行った。倫理的配慮についても説明し，研究参加への同意は調査フォーム上に研究協力同
意の項目を設定することで確認した。

２）調査内容
（１）フェイスシート
年齢，性別の回答を求めた。
（２）自己側面注目尺度
「肯定的自己への注目」「否定的自己への注目」の２つの自己側面への注目を測定する
ため，熊田・及川（２０１５）の自己側面注目尺度を使用した。この尺度は，「自分のよいと
ころを見つけると，その部分に目が行くようになる」等の項目からなる「肯定的自己への
注目」と，「自分ができていないことに気付くことが多い」等の項目からなる「否定的自
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己への注目」の２因子で構成されている。また各因子１０項目，計２０項目から構成されてお
り，５件法（１：まったく当てはまらない～５：よく当てはまる）で評定を求めた。
（３）Rumination-Reflection Questionnaire（RRQ）日本語版
「自己反芻」と「自己内省」を測定するため，Trapnell & Campbell（１９９９）によるRumi-
nation-Reflection Questionnaire（以下RRQ）の日本語版（高野・丹野，２００８）を使用した。
この尺度は，「本当に長い間，自分に起こったことを繰り返し考えたり，つくづくと考え
たりしがちだ」等の項目からなる「自己反芻」と，「もともと自己をとても探求したいと
思っている」等の項目からなる「自己内省」の２因子で構成されている。また各因子１２項
目，計２４項目から構成されており，５件法（１：まったく当てはまらない～５：よく当て
はまる）で評定を求めた。
（４）劣等感尺度
友尻（２０１１）の劣等感尺度を使用した。この尺度は「多くの点で人にひけめを感じる」
等の１因子計２８項目から構成されており，５件法（１：まったく当てはまらない～５：よ
く当てはまる）で評定を求めた。

４．倫理的配慮
本調査への参加は任意の無記名調査であり，参加しなくても不利益は一切ないこと，答
えたくない質問には答えなくても良いこと，回答は全て統計的に処理されるため個人が特
定される恐れはないこと，調査結果は研究目的のみに使用され，調査結果を学会発表や論
文等において公表する際にも個人が特定されないよう数値化した形でのみ公表すること，
回答の処理からデータの保管・処分まで，プライバシーは厳重に保護されることを伝え，
同意を得た上で回答を依頼した。また，本研究は公的な資金を用いて行われているため利
益相反は発生しないこと，大分大学福祉健康科学部倫理委員会による承認を受けて実施さ
れていることも伝えた上で同意を得た（承認番号Ｆ２３００１９）。

�．結果
結果の分析においては，清水（２０１６）によって開発された統計ソフトHADを用いて分
析を行った。

１．分析対象者
地方国立Ａ大学に所属する学生１３３名の調査データを分析の対象とした。対象者の内訳
は，男性３０名（２２．６％），女性１０２名（７６．７％），その他１名（０．８％）であった。また，
対象者の年齢範囲は１８歳から２３歳であり，平均年齢は１９．６歳±１．３であった。

２．各尺度の記述統計量
自己側面注目尺度，RRQ日本語版，劣等感尺度について，それぞれ平均値，標準偏差，
最大値，最小値，α係数を算出した。その結果をTable１に示す。各尺度のα係数につい
ては，α＝．７８～．９１の範囲で十分な信頼性が得られたため，原典の尺度構成をその後の分
析に使用した。
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３．相関分析
各要因間の関連を検討するために，自己側面注目尺度の「肯定的自己への注目」「否定
的自己への注目」の２因子，RRQ日本語版の「自己内省」「自己反芻」の２因子，劣等
感尺度の「劣等感」について相関係数を算出し，Table２に示した。

その結果，自己側面注目尺度については，「肯定的自己への注目」と「自己内省」の間
には弱い正の相関が見られ（r（１３１）＝．３０９，p＝．００），「肯定的自己への注目」と「劣
等感」の間には弱い負の相関が見られた（r（１３１）＝‐．２４２，p＝．００５）。また「否定的
自己への注目」と「自己反芻」の間には，比較的強い正の相関が見られ（r（１３１）＝．５４３，
p＝．００），「否定的自己への注目」と「自己内省」，「否定的自己への注目」と「劣等感」
の間にはそれぞれ弱い正の相関が見られた（自己内省：r（１３１）＝．２８４，p＝．００１；劣等
感：r（１３１）＝．２１１，p＝．０１５）。
RRQ日本語版については，「自己反芻」と「自己内省」，「自己反芻」と「劣等感」

の間にはそれぞれ比較的強い正の相関が見られた（r（１３１）＝．４１３，p＝．００；r（１３１）＝
．４１８，p＝．００）。

４．共分散構造分析
自己側面注目尺度の「肯定的自己への注目」「否定的自己への注目」とRRQ日本語版

の「自己内省」「自己反芻」，ならびに「劣等感」の関係性について検討するため，仮説
に沿ってモデルを構成し，共分散構造分析を行った。その後，仮説では想定していたもの
の有意ではなかった「否定的自己への注目」から「劣等感」へのパスを消去し，仮説では
想定していなかったが，相関分析で「自己反芻」と「自己内省」との間に比較的強い正の
相関がみられたことから，「自己反芻」から「自己内省」に向けたパスを追加したモデル
と，「自己内省」から「自己反芻」に向けたパスを追加したモデルを作成し，比較検討し
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た。その結果，「自己反芻」から「自己内省」に向けたパスを追加したモデル（X２＝．２１５，
df＝２，p＝．３４１，CFI＝．９９９，RMSEA＝．０２４，SRMR＝．０３３）よりも，「自己内省」か
ら「自己反芻」に向けたパスを追加したモデルの方が適合度が高かったことから，「自己
内省」から「自己反芻」へのパスを追加した最終モデルを作成した（X２＝．２２５，df＝２，
p＝．８８０，CFI＝１．００，RMSEA＝．０００，SRMR＝．００８）。最終モデルの適合度は十分に良
いものであった。そのモデル図をFigure２に示す。

結果として「肯定的自己への注目」と「否定的自己への注目」の両方から正の影響を受
けた「自己内省」は（肯定的自己への注目：β＝．３４，p＝．００；否定的自己への注目：β
＝．３２，p＝．００），「劣等感」に負の影響を与えることが示された（β＝‐．１９，p＝．０３）。
「否定的自己への注目」から正の影響を受けた「自己反芻」は（β＝．４６，p＝．００），
「劣等感」に正の影響を与えることが示された（β＝．５１，p＝．００）。
また「肯定的自己への注目」は直接的に「劣等感」に有意な負の影響を与えることが示
された（β＝‐．２１，p＝．０１）。
さらに「自己内省」は「自己反芻」に正の影響を与えることが示された（β＝．２７，p＝

．００）。

�．考察
本研究の目的は，「肯定的自己への注目」と「否定的自己への注目」という２つの自己
側面への注目が，「自己内省」「自己反芻」ならびに「劣等感」に及ぼす影響について検
討することであった。共分散構造分析の結果，「肯定的自己への注目」と「否定的自己へ
の注目」から正の影響を受けた「自己内省」は「劣等感」に負の影響を与えること，また，
「否定的自己への注目」から正の影響を受けた「自己反芻」は，「劣等感」に正の影響を
与えることが示され，当初の仮説は支持された。また，「肯定的自己への注目」が直接的
に「劣等感」に負の影響を与えるという仮説は支持されたが，「否定的自己への注目」が
直接的に「劣等感」に正の影響を与えるという仮説は支持されなかった。さらに仮説では
想定していなかったが，相関分析の結果と適合度の観点から，「自己内省」から「自己反
芻」へのパスを追加したモデルを作成し，これを最終モデルとして採用した（Figure２を
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参照）。

１．「肯定的自己への注目」「否定的自己への注目」と「自己内省」「自己反芻」の関連
共分散構造分析の結果，「肯定的自己への注目」「否定的自己への注目」ともに「自己
内省」に向けて同程度の正のパスが示された。熊田・及川（２０１５）は２要因分散分析の結
果から「自己内省」には「肯定的な自己側面への注目」と「否定的な自己側面への注目」
の両方が関わっている可能性を示唆したが，本研究において「肯定的な自己への注目」と
「否定的な自己への注目」の両方が「自己内省」を促進し，またそれらが「自己内省」に
対して同程度の影響を与えることが示された。
また「自己反芻」は，「否定的自己への注目」からのみ正のパスを受けていた。「自己
反芻」はネガティブな内容について繰り返し考え込んでしまう自己注目（Trapnell&Camp-
bell，１９９９）であるため，自己の否定的な部分にのみ注意を向けることによって，ネガティ
ブな反芻思考が促進されたと考えられる。

２．「肯定的自己への注目」「否定的自己への注目」から「自己内省」「自己反芻」なら
びに「劣等感」への影響
「肯定的自己への注目」は「否定的自己への注目」とともに「自己内省」を媒介して
「劣等感」に負の影響を与えていた。これは，自分の「良いところ」や「優れているとこ
ろ」に注目するだけでなく，「自分の失敗したこと」や「自分の欠点」にも注目すること
が，「自分自身についてじっくり考えること」や「自己分析」のプロセスを促進して，結
果として「劣等感」が低減されていく可能性を示すものである。田渕ら（２０１７）は，肯定
的・否定的な自己への両面注目は，否定的な自己側面のみへの注目に比べて抑うつ気分を
増幅しにくく，肯定的な自己側面のみへの注目と同程度に適応的な効果を保つことを明ら
かにしているが，本研究の結果はこうした先行研究の知見とも矛盾しない。
また，「肯定的自己への注目」は，直接的にも「劣等感」に負の影響を与えていた。こ
れは，自分の「良いところ」や「優れているところ」に注目すること自体が，自己内省を
媒介せずに直接「劣等感」を低減する可能性を示している。しかし，原田（２００６）は，否
定的な自己側面に注目した後で得られた自己評価は，自己の否定的な部分が新たに見つ
かったとしても揺らぎにくい一方で，否定的な部分に目を向けずに維持されている自己評
価は，新たに否定的な部分が見つかった時には揺らぎやすい可能性があるとして，肯定的
な自己側面のみに注目することの危うさを指摘している。また，小塩（２００１）は，一つひ
とつの出来事に一喜一憂し，短期間に自尊感情の揺れが引き起こされるのは，自己概念の
不明確さや貧困さ，自己概念の不安定さによるものであると述べている。これらのことか
ら，自己理解が一面的である場合には自己像の不安定さや自己基盤の脆弱さを招くことが
推測されるため，のちの失敗体験等で否定的な自己側面に直面せざるを得なくなった際に
自己評価や自尊感情が揺れ動き，結果として劣等感が増幅されてしまう可能性も考えられ
る。従って，青年期の自己内省や劣等感の低減には「肯定的自己への注目」と「否定的自
己への注目」の２つの側面に注目することが有効であることが推測される。ただ，これら
のことは本研究の結果からは言明できない部分であり，更なる検証が求められる。
一方，「否定的自己への注目」は，それ自体では直接「劣等感」に影響を与えることは
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ないが，「肯定的自己への注目」とともに「自己内省」を媒介した場合に「劣等感」に負
の影響を与え，「自己反芻」を媒介した場合に「劣等感」に正の影響を与えていた。総合
的に見るならば，「否定的自己への注目」から「劣等感」には正の総合効果が一定程度認
められることから（推定β＝．２１８），基本的に「否定的自己への注目」は「自己反芻」を
媒介して「劣等感」を増幅するものであるといえるが，「自己内省」を媒介した場合には
「劣等感」を低減させることが示された。これは，「自分の失敗したこと」や「自分の欠
点」に注目することによって一時的にネガティブな感情が生じたとしても，それ自体では
「劣等感」に影響を及ぼすことはないが，否定的な自己にばかり注意が向いて，そのこと
ばかり繰り返し考えてしまう状態（自己反芻）に陥った場合には「劣等感」が増幅されて
しまう一方で，それが肯定的な自己への注目とともに「自己内省」につながれば「劣等感」
を低減させる可能性があることを示している。このことは，「否定的自己への注目」が青
年期の自己形成において，ネガティブな側面だけではなくポジティブな側面をも有する可
能性があることを示すものではないだろうか。「自己内省」は自己への好奇心や興味によっ
て動機付けられているものである。したがって，これは自己の否定的な側面に対しても目
を逸らさずに，好奇心や興味を持って見ることができるか，という姿勢が重要であること
を意味していると考えられる。すなわち，自己の否定的な側面に対して，それらを脅威や
喪失として見ているのか，好奇心や興味を持って見ているのかが，「自己反芻」に繋がる
か「自己内省」に繋がるかを分ける鍵となるだろう。さらには「劣等感」についても，自
己の否定的な側面に対して好奇心や興味を持って注目していく姿勢が，「劣等感」の低減
に寄与していくものと考えられる。
佐藤・落合（１９９５）は，青年期の自己形成や現実的な自己価値の形成においては，否定
的な自己の側面から一時的に注意を逸らすような対処はあまり有効ではないと述べてい
る。また，水間（２００３）は，自己嫌悪感がそのまま抑うつへとつながるか，自分をより良
く変容させたいという自己形成へとつながるかの分岐点において，自己の否定的な部分か
ら目を逸らさずに，むしろそれを直視して自分の問題に向き合うことが重要となると述べ
ている。これと関連して金井・高橋（２０１７）もまた，Linville（１９８７）の「自己複雑性」
という概念を用いて，自己複雑性が高いほど感情の安定性は高く，自己評価も高い状態が
維持されやすいと述べている。すなわち，自己を一面的ではなく多面的に理解している方
が，否定的出来事やそれに付随して生じる自己評価の変化に直面した際に，それらが他の
側面に波及することを緩衝することが可能になることを示唆している（川人ら，２０１０）。
本研究の結果は，こうした自己を様々な側面から多面的に理解しているほど自己感情の安
定性が高いとする先行研究の見解の一端を裏づけるものであるが，今後は一層，自己の多
様な側面に目を向けていく自己注目の在り方が自己感情に及ぼす影響について，より精緻
に検討していく必要があるものと思われる。

３．「自己内省」と「自己反芻」の関連
最後に，「自己内省」と「自己反芻」との関係について考察する。本研究では当初予想
していなかった「自己内省」から「自己反芻」に正のパスが示された。すなわち，自己を
振り返って自分自身についてじっくり考えることや自己分析を行うプロセスが，自分に起
こったことを繰り返し考えたり，頭の中でいつも思い返し，なかなかやめることができな
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いという反芻思考（自己反芻）を促進する可能性があることが明らかとなった。「自己内
省」と「自己反芻」が一年後の自殺念慮を予測するかどうかを調べたMiranda&Nolen-Hoek-
sema（２００７）の報告によると，「自己反芻」だけでなく「自己内省」もまた一年後の自
殺念慮を予測することが示されており，問題解決のために「自己内省」を行ったとしても，
解決に失敗した結果，「自己内省」が徐々に「自己反芻」へと移行してしまう可能性が示
唆されている。また，高野・丹野（２００９）は，「自己内省」から「自己反芻」に移行した
としても，一度「自己反芻」に至ってしまえば「自己内省」には戻ってこれなくなる可能
性を指摘しており，劣等感を低減させるためには「自己内省」を促進するだけではなく，
「自己内省」が「自己反芻」へと移行することを予防する取り組みも併せて行っていく必
要があるといえるだろう。田渕（２０１９）は，青年期における適応的な自己注目を促進する
ための心理教育プログラムを開発しており，適切な自己注目の促進のため「具体的思考」
や「認知再構成法」を提案しているが，今後は自己の否定的側面を脅威や喪失として見る
のではなく好奇心や興味を持って眺める態度を促進し，さらにはそうした態度を持続して
いけるような支援プログラムを検討していくことが望まれる。

�．今後の課題
本研究の課題として，まず対象者が大学生に限られている点が挙げられる。髙坂（２００９）
は，青年期における内省への取り組み方の発達的変化を明らかにしており，中学生では関
心型と回避型が多く，高校生では葛藤型が多く，大学生では葛藤型と内省型が多いと述べ
ている。今後はこうした内省の発達的な違いも考慮し，中学生や高校生にまで幅を広げて
調査を行っていく必要があると思われる。また，友尻（２０１１）では劣等感について，統計
的に有意な差とまでは認められないものの，男性よりも女性の方が劣等感を強く意識して
いる可能性が示唆されている。本研究では男女差に言及できていないため，今後は性差を
考慮し研究を行っていく必要があると考えられる。さらに熊田・及川（２０１５）においては，
肯定的自己への注目と否定的自己への注目や自己内省・自己反芻・抑うつについて交互作
用の検討がなされているものの，本研究では交互作用の検討をしていない。今後は，要因
間の交互作用を含めた検証が必要であるだろう。考察では「肯定的な自己にのみ注目する
ことによって劣等感を低減させることの危うさ」について言及したが，これは本研究の結
果からは十分検証できていない部分でもある。今後は自己評価の安定性や自尊感情の揺ら
ぎやすさといった他の変数も考慮に入れながら，より適切な自己注目の在り方について更
なる検討を行っていく必要があるものと思われる。
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〔研究ノート〕

福祉従事者におけるマインドフルネス・トレーニングの研究
Mindfulness Training for Social Service Agency Workers

中山慎吾（Shingo Nakayama）１・村上裕樹（Hiroki Murakami）２，３

要旨
マインドフルネスは福祉従事者にも活かすことができると考えられるが，多忙な仕事の
中でマインドフルネスについて学ぶには，負担の少ないトレーニングプログラムを工夫す
る必要がある。本研究は，筆者らが作成したマインドフルネス・トレーニングのプログラ
ムを福祉従事者が実施した際の実施状況や効果などを分析し考察することを目的とした。
３週間のトレーニング期間中，参加者には，毎日５分間呼吸に注意を向ける「呼吸のマイ
ンドフルネス」を行うことと，１日のうちのより短い時間を見つけて五感などに注意を向
ける「生活の中のマインドフルネス」を行うことを求めた。それと並行して，小冊子のテ
キストを配布し，ビデオ視聴とテキストを通じてマインドフルについて学んでもらった。
トレーニングの実施後，質問紙への回答や生理学的データを分析し検討する中で，プログ
ラムのさらなる改善と活用の可能性が示唆された。

Social service agency workers can practice mindfulness, but for them to learn mindfulness
during their busy work lives, a less burdensome training program is necessary. Therefore, this
study analyzed and evaluated the implementation status and effects of the authors’ mindful-
ness training program when implemented by social service agency workers. During the 3-
week training period, participants performed two practices. First, for the“5-minute mindful-
ness breathing practice,”they were asked to focus on their breathing for 5 min each day. Sec-
ond, for“mindfulness practices in daily life,”the participants were asked to focus frequently
on their senses (sight, hearing, and touch) for shorter periods throughout the day. Concurrently,
they were asked to learn about mindfulness by watching short videos and reading a provided
booklet. After training, their responses to a questionnaire and physiological data (sIgA) were
analyzed, suggesting the potential for the program’s further improvement and use.

キーワード
マインドフルネス，トレーニングプロラム，社会福祉従事者
mindfulness, training program, social service agency workers

利益相反（COI）の有無：COIなし

１ 大分大学福祉健康科学部社会福祉実践コース
２ 大分大学福祉健康科学部心理学コース
３ 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所睡眠・覚醒障害研究部
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倫理承認番号：Ｆ２２０００６（福祉健康科学部倫理委員会 令和４年７月２９日承認）

１．研究の背景と研究目的
近年，マインドフルネスと呼ばれる心理的技法あるいは実践が心理療法や一般の人々の
ストレスコーピングなどに用いられてきている（Kabat-Zinn １９９０＝２００７，１９９４＝２０１２，
黒川ほか２０１８）。医療従事者や福祉従事者を対象とする実践や研究も見られる（髙宮ほか
２０１８，池埜２０１７ａ，２０１７ｂ，Berceli２００６）。多忙な福祉従事者には，負担の少ない学習や
実践の方法を工夫することも重要だと考えられる（Kessen ２０１６）。筆者らは，その点を
念頭に置きつつ，福祉従事者に対するマインドフルネス・トレーニングのプログラムを作
成した。本研究は，実際にそのプログラムを福祉従事者に実施してもらった際の実施状況
や効果などについて，質問紙への回答状況などに基づき分析し考察することを目的とす
る。本研究を通して，福祉の職場での効果的な研修方法の工夫の方向性について示唆を得
ることができると考えた。

２．研究方法
２．１ トレーニングの実施と調査方法
トレーニングの実施に協力を得られたのは障害者を対象とする７事業所で，トレーニン
グは２０２２年１０月中旬から１２月下旬，２０２３年５月末から７月下旬にかけて実施された。
トレーニング期間は３週間だが，研究への協力期間は６週間であった。研究参加への同
意取得後，参加者を「最初から群」と「３週間後から群」のどちらかにランダムに振り分
けた。最初から群の場合，最初の３週間にトレーニングを行い，次の３週間は特別な介入
を行わなかった。３週間後から群の場合，最初の３週間は特別な介入を行わず，その後ト
レーニングを３週間行ってもらった。
トレーニング開始時に，参加者に小冊子形式のテキスト（以下，テキスト）１を配布し，
事業所内で約２０分間のビデオ（①イントロダクション）を見てもらった。そのビデオの主
な内容は次に示す「呼吸のマインドフルネス」と「生活の中のマインドフルネス」の説明
であり，呼吸に注意を向ける練習を行う時間も含まれていた。
「呼吸のマインドフルネス」は，呼吸に注意を向ける練習を１日約５分間，毎日行うと
いうものである。静穏な場所で，呼吸でお腹が膨らんだり縮んだりすることなどに注意を
向け，意識がそれたらゆっくりと呼吸に意識を戻すようにお願いした。それと並行して，１
日の中の短い時間，例えば，何かを待っている時に呼吸に注意を向ける，歩く時に足の感
覚に，入浴時にお湯に触れる感覚に注意を向ける，といったことを「生活の中のマインド
フルネス」としてなるべく多く行うようお願いした。
また，３週間のトレーニング期間中，１週あたり１，２回，１０分程度のビデオをスマー
トフォンなどで視聴するようお願いした。ビデオは音声付きパワーポイントのかたちで作
成した。参加者に配布したテキストは，パワーポイントのスライドを小冊子にしたもので
ある。ビデオにアクセスするためのURLはテキストに示すとともに，各自のアドレスあ
てに週１回のメールでも伝えた。トレーニング期間中の参加者への直接的関わりは，トレー
ニング開始時のビデオ視聴の際の対面での補足説明と，トレーニング継続を促す週１回の
メール送付のみであった。
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各ビデオのタイトルは，①イントロダクション，②「呼吸のマインドフルネス」と「生
活の中のマインドフルネス」，③マインドフルネスとは，④「生活の中のマインドフルネ
ス」と“姿勢”，⑤ストレスへの対応（マインドフルネスの活用），⑥“思考”“感情”
とマインドフルネスである。トレーニング開始時に①を事業所内で視聴してもらった後，
各自が時間を見つけて第１週に②③，第２週に④⑤，第３週に⑥を視聴してもらうようお
願いした。
参加者には，３週間ごとに３回，質問紙の記入とともに，生理学的指標としてslgAの値
の測定のための唾液摂取をお願いした。唾液は専用の綿棒を約５分間口に含んでもらうか
たちで採取した。３回に共通する質問は，日本語版５因子マインドフルネス尺度（FFMQ
；Sugiura et al ２０１２，以下，５因子マインドフルネス尺度），日本語版肯定的・否定的感
情尺度（PANAS；佐藤ほか２００１，以下，肯定的・否定的感情尺度），心理的・身体的ス
トレス反応に関わる職業性ストレス簡易調査票（河上２０１２）の質問（２９項目，以下，心理
的・身体的ストレス反応尺度）２であった。また，トレーニング期間終了直後の回のみの質
問として，トレーニングに関して５種類の質問に自由記述で答えてもらった。
初回のみの質問として設定した性別，年齢，学歴や主に関わる利用者など基本的属性，
及び，職業性ストレス簡易調査票（河上２０１２）からの職場環境等の質問（２２項目）への回
答の概要は表１と表２に示した。
また，約５分間の「呼吸のマインドフルネス」の練習の終了後毎回，練習中の体験等に
ついて，１０項目の質問を主に７件法でGoogleフォームにより回答してもらった。その回答
結果の詳細は本稿では省くが，回答数は参加者により多様で，１０回以下１５名，１１～１５回２１
名，１６回以上２１名であった。

２．２ 分析方法
３週間ごとの質問紙への回答と唾液摂取のうち，初回をt１，２回目をt２，３回目をｔ
３とする。最初から群の場合はt１とt２の間にトレーニングを行い，３週間後から群の場
合はt２とt３の間にトレーニングを行った。分析の対象者数は，最初から群２８名，３週間
後から群２９名，計５７名である。ただしsIgAについては，初回のみの質問で「定期的服薬あ
り」と回答した１１名，「精神・神経疾患の履歴あり」と回答した１名，３回目の唾液摂取
ができなかった１名を除き，最初から群２０名，３週間後から群２４名，計４４名を対象とした。
最初から群，３週間後から群のそれぞれについて，t１とt２の間の変化，あるいはｔ２
とt３の間の変化を調べる方法の１つとして，対応のあるｔ検定が考えられるが，そのた
めには比較するデータ間の差が正規分布に従うことが前提となる。例えば，最初から群に
関して，t１での値とt２での値の間で対応のあるt検定を行う場合，t２での値とt１での値
の差（以下，t２‐t１）が正規分布に従うと判断できることが前提となる。シャピロ・ウィ
ルク検定の結果，正規分布に従うと仮定しうる場合は対応のあるt検定，正規分布に従う
と仮定できない場合はウィルコクスンの符号付き順位和検定（以下，符号付き順位和検定）
を行った。
符号付き順位和検定は，対応のある２つのデータの分布の中心位置の違いを検定するも
のである。例えば，t１の値とt２の値の間で検定を行い有意であった場合，t２の値とt１
の値の差（t２‐t１）の母中央値の９５％信頼区間（以下，中心位置の９５％信頼区間）が正
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の値であれば，t１よりもt２におけるデータの中心位置のほうが高いと判断しうる（内田
２０１７：１１２‐９）３。
さらに，１つ１つの質問項目への回答状況に２時点間で違いがあったかについて，符号
付き順位和検定で調べた。まず，t１とt３の間で変化が見られたかを，２つの群に分けず
に符号付き順位和検定で調べた。その後，最初から群と３週間後から群に分けて，トレー
ニング期間の前後の値に関して符号付き順位和検定を行った。
なお，統計ソフトはＲ（version ４．３．２）を用い，検定の有意水準は５％未満とした。
トレーニング期間終了後に回答してもらった自由記述に関しては，質問に対応する「呼
吸のマインドフルネス」の実施状況，「生活の中のマインドフルネス」の実施状況，トレー
ニング実施上の困難・問題，トレーニングを通じた変化・効果，今後における活用４とい
う５項目について，佐藤（２００８）による質的データ分析法を参考にコーディング作業を行っ
た。トレーニングの実施状況については実施する場所・時間，とくに仕事の場と仕事以外
の場のどちらで行われたかに着目し，「生活の中のマインドフルネス」の場合には注意を
向ける対象にも着目した。例えば「入浴中，テレビのＣＭ中などに呼吸を集中しました」
との記述には，「入浴」「あき時間」「呼吸」とともに「仕事以外の場」というカテゴリー
が見いだされた５。

２．３ 倫理的配慮
研究への協力は参加者の自由であり，参加，不参加，中断によって，研究協力者に不利
益は伴わず，職場における評価とは一切関係ないこと，研究参加中や研究が終わった後で
も要望があればデータを破棄することができることを文書及び口頭で説明した。
本研究は福祉健康科学部倫理委員会の承認を得て行われた（令和４年７月２９日承認，承
認番号Ｆ２２０００６）。
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３．結果
３．１ 尺度得点等の変化
最初から群のt２‐t１及びt３‐t２の値，３週間後から群のt２‐t１及びt３‐t２の値の
４種類のデータについて，変数ごとに正規性の検定を行い，その結果を表３の右側に示し
た。正規分布に従うと仮定しうる場合は対応のあるt検定，それ以外の場合符号付き順位
和検定を行った。
その結果，「体験の観察」に関して，t１とt２の間では最初から群で有意であり，３週
間後から群では有意でなかった。また，t２とt３の間では，３週間後から群で有意であり，
最初から群では有意でなかった。これは，「体験の観察」に関して，トレーニング期間の
開始時と終了直後の２時点間（以下，トレーニング期間前後）の平均値に差があり，トレー
ニングを行っていない期間の前後の平均値に差がなかったことを示している。
マインドフルネス総合得点に関しては，３週間後から群の場合にはトレーニング期間で
あるt２とt３の間で有意であった。最初から群の場合にはt１とt２の間（p＝０．１０６６）もt２
とt３の間（p＝０．１０５９）もp値は比較的低いものの有意ではなかった。
それ以外の変数に関しては，いずれにおいても有意ではなかった。ただし５因子マイン
ドフルネス尺度の「非反応」に関しては，３週間後から群の場合，t２とt３の間で有意で
はなかったがp値が０．１未満と比較的低かった（p＝０．０８７２１）。また，職業性ストレス簡
易調査票の「心身の健康」に関して，「イライラ感」の場合３週間後から群のトレーニン
グ期間であるt２とt３の間では有意ではなかったもののp値が０．１未満と比較的低かった
（p＝０．０５９１３）６。
sIgAに関してはいずれも有意ではなかったが，３週間のトレーニングがsIgAに及ぼす影
響のあり方は，５分間の「呼吸のマインドフルネス」の実施頻度によって異なる可能性が
ある。実施頻度は，「呼吸のマインドフルネス」の後のGoogleフォームのアンケートの回
答数により推測しうると考えた。３週間のうち回答しない日が５日以内にとどまる場合
は，毎日に近く「呼吸のマインドフルネス」を行った可能性が高いと推測した。
そのため，sIgAの分析対象とする４４名のうち，Googleフォームのアンケートの回答数が

１６回以上の１６名（最初から群８名，３週間後から群８名）について符号付き順位和検定を
行った。その結果有意であったのは３週間後から群（８名）の場合のt１とt２の間におい
てであった。３週間後から群のt１とt２の間は，トレーニング期間外だが，中心位置の差
の９５％信頼区間から判断すると，この期間にsIgAの値が低下していると判断される。この
ことは，トレーニング期間外では低下傾向が見られたものの，トレーニング期間ではその
傾向が緩和されたとの可能性を示唆している。最初から群（８名）の場合，いずれも有意
ではなかったが，t２とt３の間におけるp値が０．１未満（p＝０．０７８１２）と比較的低かった。

３．２ 各質問項目の回答状況の変化
５因子マインドフルネス尺度の１つ１つの質問項目に関して，t１とt３の間で変化が見
られたかを，２つの群に分けずに符号付き順位和検定で調べたところ，有意であったのは，
「体験の観察」に含まれる「１．歩いているときに，自分の身体が動いている感覚に意識
的に注意を向けるようにする」「６．シャワーを浴びたり，入浴している時，お湯が自分
の身体に当たる感覚に敏感である」「１１．食べ物や飲み物がどのように自分の考え，身体

福祉健康科学 第５号・第２集（２０２５年３月）

９２



福祉健康科学 第５号・第２集（２０２５年３月）

９３



の感覚，感情に影響を及ぼすかに気づく」「１５．髪に吹く風や，顔に当たる日光などの感
覚に注意を向ける」「２０．時計が時を刻む音，鳥がさえずる声，車が通る音などの音に注
意を向ける」，「非反応」に含まれる「９．感情を見守っていても，その中に迷い込むこ
とはない」，「意識しながらの行動」に含まれる「２８．十分に注意を払わずに，性急に物
事をすすめる」であった７。
次に，最初から群と３週間後から群に分けて，トレーニング期間の前後の値に関して符
号付き順位和検定を行った。最初から群の場合，t１とt２の間で有意であったのは，「体
験の観察」に含まれる「１．歩いているときに，自分の身体が動いている感覚に意識的に
注意を向けるようにする」，「体験の言語化」に含まれる「２．自分の感情を表現する言
葉を見つけるのが得意である」であった８。有意ではないがp値が０．１未満と低かったのは
「体験の観察」に含まれる「１１．食べ物や飲み物がどのように自分の考え，身体の感覚，
感情に影響を及ぼすかに気づく」，「非反応」に含まれる「９．感情を見守っていても，
その中に迷い込むことはない」であった。
３週間後から群の場合，t２とt３の間で有意であったのは，「体験の観察」に含まれる
「１．歩いているときに，自分の身体が動いている感覚に意識的に注意を向けるようにす
る」「６．シャワーを浴びたり，入浴している時，お湯が自分の身体に当たる感覚に敏感
である」「１５．髪に吹く風や，顔に当たる日光などの感覚に注意を向ける」であった。有
意ではないがp値が０．１未満と低かったのは「非反応」に含まれる「２１．難しい状況で，
慌てて反応することなく，一呼吸おくことができる」，「非判断」に含まれる「１７．自分
の考えが良いか悪いか判断する」であった。
トレーニング期間外についても同様の検定を行った。最初から群の場合，t２とt３の間
で有意であったのは，「体験の言語化」に含まれる「３２．自分の体験を言葉で表現する傾
向をうまれもっている」のみであった。有意ではないがp値が０．１未満と低かったのは
「体験の観察」に含まれる「６．シャワーを浴びたり，入浴している時，お湯が自分の身
体に当たる感覚に敏感である」であった。
３週間後から群の場合，t１とt２の間で有意であった項目はないが，p値が０．１未満と低
かったのは「体験の観察」に含まれる「２６．物事の匂いや香りに気づく」，「非反応」に
含まれる「２１．難しい状況で，慌てて反応することなく，一呼吸おくことができる」であっ
た。
このように，最初から群と３週間後から群に分けた場合，トレーニング期間前後に関し
て有意な項目が複数見られた。トレーニング期間外に関して有意だったのは３週間後から
群のt１とt２の間の１項目のみであった。
以上と同様の検定を，肯定的・否定的感情尺度と心理的・身体的ストレス反応尺度の各
質問項目についても行った。肯定的・否定的感情尺度に関しては，最初から群の場合，t１
とt２の間で「１．びくびくした」が有意であった。３週間後から群の場合，t１とt２の間
では「６．心配した」が，t２とt３の間では「４．誇らしい」「１０．きっぱりした」が有
意であった。心理的・身体的ストレス反応尺度に関しては，最初から群の場合，t２とt３
の間で「２４．目が疲れる」が有意であった。３週間後から群の場合は，t２とt３の間で
「５．内心腹立たしい」が有意であった。これらの結果は，中心位置の差の９５％信頼区間
から判断すると，ポジティブ感情（誇らしい，きっぱりとした）の経験が増え，ネガティ
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ブ感情（びくびくした，心配した）や心理的・身体的ストレス反応（目が疲れる，内心腹
立たしい）の経験が減るといった，いわば肯定的変化として理解しうるものであった。

３．３ 自由記述の分析
３週間のトレーニング期間終了後の自由記述の質問には５２名から回答が得られた。分析
結果と記述例を表４と表５に示した。
「呼吸のマインドフルネス」の実施状況に関する５２名の記述のうち，仕事の場での実施
は２１名，仕事以外の場での実施は４３名，そのうち両方への言及は１２名に見られた９。仕事
以外の場での実施に関し，夕方以降の実施は３７名，朝の実施は１５名に言及が見られた。３７
名のうち就寝前の実施は２６名であり，そのうちベッド等に横になっての実施は９名に言及
が見られた。
「生活の中のマインドフルネス」の記述がある４８名１０のうち，仕事の場での実施は１１名，
仕事以外の場での実施は１２名，そのうち両方への言及は３名に見られた。実施の場面やタ
イミングに関しては，あき時間（１２名），通勤時または車に乗っている時（９名）の記述
が比較的多く，イライラしている時の実施の記述は３名に見られた。注意を向ける対象と
しては，呼吸は２９名，呼吸以外の感覚は１１名に記述が見られた。
実施上の困難や問題の記述がある４９名１１のうち，するのを忘れたりできないことがあっ
たとの記述は１７名，気が散る，集中しにくいことがあったとの記述は１４名に見られた。忙
しさの記述１２名のうち６名，疲れの記述７名のうち３名では，忘れたりできなかったりす
ることと結びつけた記述がなされていた。気がかり・心配の記述４名のうち３名では気が
散ったり集中しにくいことに結びつけた記述が見られた。寝てしまったり眠くなったりし
たとの記述は７名に見られた。５分が長く感じたとの記述をした２名はいずれも，変化・
効果に関しては途中から長く感じなくなったとの記述を行っている。
変化や効果について記述がある４６名１２のうち，後半から集中できるようになったという
ように３週間での変化・効果を記しているのは３０名，トレーニングを行ったその場におけ
る効果を記しているのは２２名，そのうち両方に言及しているのは５名であった。落ち着け
る，リラックスできるといった記述は２９名，気持ちの切り替えができるとの記述は２名，
ひと呼吸おくことができるようになったとの記述は５名に見られた。イライラする時など
に対応できたといった７名の記述のうち，４名では落ち着けることに結びつけた記述が見
られた。なお，眠りの改善に関わる記述が５名に見られた。トレーニングの仕方が上達し
たといった記述は９名，呼吸・五感の意識をするようになったとの記述は４名，自分の感
情や考えとの向き合い方に変化があったとの記述は６名に見られた。
今後の活用について記述がある２８名１３のうち，最も多かったのは落ち着きやリラックス
に関する記述（１４名）であった。呼吸への言及は８名，五感や体に感じる感覚など呼吸以
外の感覚への言及は２名，自分の感情や考えとの向き合い方のへの言及は２名に見られ
た。ちょっとした時間に行いたいとの記述をした４名のうち２名，イライラした時などに
活用したいとの記述をした４名のうち１名は，呼吸に注意を向けることに結びつけた記述
を行っていた。落ち着きやリラックスに関する記述をした１３名のうち，呼吸にも言及して
いるのは４名，イライラした時などの活用にも言及しているのは３名であった。また，実
践の習慣化への言及は３名，１日の終わりに意識をリセットする，生活のリズムを整える
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など，生活リズムを整えることの記述は４名に見られた。場所や時間などについて，３週
間のトレーニング時とは異なる方法を試みたいといった記述は３名に見られた。

４．考察
「呼吸のマインドフルネス」に関する自由記述では，仕事よりも仕事以外の場での実施
への言及が多かった。仕事の場で５分という時間を見つけるのが難しかったと思われる
が，休憩時間，出勤前後の車の中などで行う場合もあった。仕事以外の場としては，自宅
での夕方以降の実施に関する記述が多かった。ベッドに横になった状態での実施は，その
まま眠ってしまうということなどの問題を含む一方，睡眠の改善という効果も意識されて
いた。なお実施後のGoogleフォームの回答数からは毎日の実施が十分できない参加者もい
たと考えられ，習慣化が課題の１つだと言える。
「生活の中のマインドフルネス」の記述では，仕事の場か否かが判断しにくい記述が多
いものの，仕事の場の記述と仕事以外の場の記述が同じ程度あった。仕事の場では，５分
よりも短い時間での実践は，行いやすかったと考えられる。
質問紙への回答に関してトレーニング期間前後の変化は必ずしも広範囲なものではな
かったが，「体験の観察」に含まれる質問項目は，参加者が取り組んだ実践の内容や，五
感や体に感じる感覚に関わる自由記述などと重なるものである。この結果は，「体験の観
察」に対応する実践が，本研究に参加した福祉従事者の多くにとって受け入れやすく，実
行しやすいものであったことを示唆している。
また，自由記述で多く見られたのは，落ち着きやリラックスに関する記述であり，それ
らは呼吸と結びつけて言及されることが多かった。このような回答傾向は，呼吸を通じた
リラクセーションという側面を中心にマインドフルネスを理解した参加者が多かったこと
を示唆している。ただし，今後の活用に関する自由記述からは，５分よりもさらに短い時
間呼吸に注意を向けることにより，イライラした時に気持ちが落ち着く，仕事の合間や仕
事の前にひと息つくことで気分転換する，といった活用への意向を示す記述が目立った。
以上をふまえると，福祉従事者によるマインドフルネスの学習と実践の今後の可能性の
１つとして，呼吸に注意を向ける実践に焦点を合わせて，職場ではほんの短い時間に行え
る実践，職場以外では比較的まとまった時間に行う実践を勧める，という方法がありうる。
職場では，でイライラした時の対応や，仕事の合間などに一呼吸おくタイミングの具体例
を示すことが，短時間のマインドフルネスの実践が仕事に有用であるとの理解に結びつき
うる。職場以外では，例えば就寝までのリラックスできる時間の過ごし方の具体例を示す
ことは意味がある。また，運転，歩行，食事，入浴，就寝など毎日繰り返し行う活動が，
ゆったり呼吸をし五感を味わうことでリラックスした心地よいひとときとなるとの理解
は，実践の習慣化に結びつきうると考える１４。
なお，本研究の対象者は，障害者を対象とする事業所の従事者であった。それらの事業
所の多くは，障害種別としては知的障害を主な利用者としていた。そのため，本研究の結
果は，福祉従事者の全てを反映しているとは言えない。様々な領域の福祉従事者を対象と
する研究を試みることも，今後の課題である。

＊本研究は科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ）２１Ｋ０２０１９）の助成を受けたものです。
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ven F. (ed.) Mindfulness and Social Work, Oxford University Press,３１‐４４．
黒川由紀子・フォーク阿部まり子（２０１８）『高齢者のMBCTマインドフルネス認知療法－
うつ，緩和ケア，介護者のストレス低減など』誠信書房．
佐藤郁哉（２００８）『質的データ分析法－原理・方法・実践』新曜社.
佐藤徳・安田朝子（２００１）「日本語版PANASの作成」『性格心理学研究』９（２），１３８‐
１３９．
Sugiura, Yoshinori, Atsushi Sato, Yoshinori Ito and Hiroki Murakami.（２０１２）Development and
Validation of the Japanese Version of the Five Facet Mindfulness Questionnaire, Mindful-
ness, ３,８５‐９４．
髙宮有介・土屋静馬（２０１８）『いのちと向き合うあなたへ セルフケアできていますか？
マインドフルネスを活かして』南山堂．
内田治（２０１７）『Rによるノンパラメトリック検定』オーム社．
Wangen, Kerry Ellen（２０１７）Mindful Eating, in Zerbo, Erin, Alan Schlechter, Seema Desai et
al.（eds.）Becoming Mindful : Integrating Mindfulness into Your Psychiatric Practice, Ameri-
can Psychiatric Association,１４７‐１６１．
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注
１）テキストの内容としては，主にKabat-Zinn（１９９０＝２００７，１９９４＝２０１２）に依拠しつつ，
部分的に伊藤（２０１６，２０２０）なども参考にした。

２）「過去１か月」ではなく「過去１週間」の状態について回答してもらった。
３）タイ値がある場合でも正確なp値を示すとされるwilcoxon.exact関数を用いて計算した
（内田２０１７：１１８）。

４）５つめの質問は，トレーニング期間に感じたり思ったりしたことや今後の仕事や生活
でどう活かすかについてたずねており，今後の活用に限定した質問ではない。

５）なお，この記述では入浴やテレビ視聴が朝と夕方以降のどちらになされたかは特定で
きないため，「夕方～就寝前」「朝」のカテゴリーにはカウントしていない。

６）その他には，トレーニング期間ではないが，「不安感」の場合，３週間後から群のt１
とt２の間（p=０．０８９３７），「身体愁訴」の場合，最初から群のt２とt３の間（p＝０．０６６１９）
でp値が比較的低かった。

７）以上の項目はすべて，中心位置の差（t３‐t１）の９５％信頼区間が正の値であった
（２８は逆転項目）。「２３．自分がしていることをあまり意識せずに『自動操縦』で動
いているみたいである」は有意であったが，中心位置の差（t３‐t１）の９５％信頼区
間が負の値であった。なお，有意ではないがp値が０．１未満と低かったのは，「非判
断」に含まれる「３９．不合理な考えをいだいた時，自分に不満をいだく」，「体験の
言語化」に含まれる「３２．自分の体験を言葉で表現する傾向をうまれもっている」で
あった。

８）「意識のある行動」に含まれる「２３．自分がしていることをあまり意識せずに『自動
操縦』で動いているみたいである」も有意であったが，中心位置の差（t２‐t１）の
９５％信頼区間は負の値であった。

９）通勤時間は仕事の場での実施に含めてカウントしている。
１０）記述がないのは２名，行わなかったと記しているのは２名であった。
１１）困難等がなかったことを記しているのは３名であった。
１２）記述がないのは１名，変化や効果はなかったと記しているのは５名であった。
１３）５つめの質問で今後の活用のみに限定したたずね方をしていないこともあり，今後の

活用の記述のない人は２４名だったが，活用するつもりはないと記した人はいなった。
１４）食事時間の活用例はWangen２０１７，運転の時間の活用例はDiamond et al.２０１７など。

福祉健康科学 第５号・第２集（２０２５年３月）

１００



〔研究ノート〕

香りが作業成績に及ぼす影響
Effects of Scents on Work Performance

吉川大智（Daichi YOSHIKAWA）１・村上裕樹（Hiroki MURAKAMI）２，３

要旨：
香りはアロマテラピーなどで日常的に用いられているが，香りが作業成績の向上につな
がる可能性についても指摘されている。しかしながら，これまでの研究では香りとパフォー
マンスとの関連性について結果が一致しておらず，作業成績に対する香りの効果に対して
のエビデンスが不十分である。そこで本研究では，香りが作業成績に及ぼす影響について
検討を行った。実験の結果，グレープフルーツとラベンダーの香りが無臭条件と比較して，
計算課題中の眠気を抑制し，リラックス状態を維持することが示された。グレープフルー
ツでは，ポジティブ感情を誘発し，ネガティブ感情を抑制することが明らかとなった。さ
らに，誘導された気分と作業成績との関連性から，香りによって，気分が誘導され，その
結果として，作業成績に影響を及ぼす可能性が示唆された。

People use scents daily, such as in aromatherapy. Prior research has suggested that scents
may enhance work performance ; however, findings have been inconsistent, and evidence still
needs to be provided. This study investigated how scents affect work performance. We found
that grapefruit and lavender scents reduced drowsiness and promoted relaxation compared to
a control condition during mental arithmetic tasks. Specifically, grapefruit scent enhanced
positive emotions and reduced negative emotions. Additionally, regression analyses revealed a
relationship between mood and the number of correct responses in the mental arithmetic tasks.
These findings suggest that scents improve work performance by inducing mood changes.

キーワード：香り，作業成績，感情，自律神経活動
scents, work performance, emotions, autonomic activity

利益相反の有無：COIなし

研究倫理における承認番号：Ｆ230025

近年は仕事による強いストレスなどが原因でうつ病などの精神疾患を発症する労働者が
増加していると指摘されている（福田他，２０１８）。また，長時間の作業は心的疲労の蓄積
を伴いストレス状態の高まりにつながり，そのストレス状態は作業対象への注意集中度を

１ 株式会社アプティ
２ 大分大学福祉健康科学部心理学コース
３ 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所睡眠・覚醒障害研究部
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低下させ，反応時間や正答率に影響を与えることが明らかになっている（劉他，２０２３）。
このようなストレスに対処するため，古くから香りが利用されてきた。１９３０年代にフラン
スの科学者であるルネ・モーリス・ガットフォセが精油の薬理効果を研究し，「アロマテ
ラピー」と命名し，現代に至るまでリラクゼーションの分野で利用されている（佐々
木，２０１５）。しかしながら，精油の成分，品質の規格化，精油の投与法，精油の効果判定
法が確立されておらず，精油の効果に対する科学的なエビデンスの蓄積が不十分であると
指摘されている（柿原，２０１４）。
しかしながら，香りには気分の誘導効果があることが複数の研究で示されてきた（仁科・
中本，１９９８；中野・畑中・菊池，１９９７）。徳山（２０１３）では，心地よいと感じる香りには，
リラックス効果を引き起こす作用があることが報告されている。上田・安冨（２０１７）では，
精油の成分がリラックス効果に影響を与えることを実証している。さらに，佐橋他（２０１８）
は，過酷なストレス環境で心地よい香りをかぐことで，快適感・清涼感が得られ不快感の
緩和につながることを報告している。視聴した際にストレスを生じさせるビデオによる共
感性ストレスにおいても，ヘディオンの香りによって低減されることが明らかにされてい
る（Putzer, Rrune, Hatt & Wolf,２０２０）。
さらに，香りは主観だけでなく自律神経機能においても交感神経系を抑える作用があ
り，身体的なリラックス効果があることが示されている（吉田・佐伯，２０００）。副交感神
経活動を反映する縮瞳率を測定した研究では，セカンドフラッシュダージリンの香りの吸
入後に嗜好性が高いと縮瞳率が増加し，指先の皮膚温度の上昇が確認され，香りの刺激に
よって交感神経活動が抑制されるとともに，副交感神経活動が亢進されることが示されて
いる（Ohno & Yada, ２０２２）。また，脳波を測定した研究では，香りによってα波とβ波
の割合を算出することで，快適度の指標が高くなることを示した（仁科・中本，１９９８）。
さらに，菊本他（２０１７）は，数字記憶課題中の心拍を測定し，香りを呈示することによっ
て心拍数が減少することを示した。一方，香りによる覚醒効果は香りの種類によって差異
が発生することが示唆されている（Laohakangvalvit et al. ２０２３）。琥珀をお香のように用
い香りによる影響を検討した研究では，呼吸数の増加が確認されているが，心拍はほとん
ど変化せず，交感神経や副交感神経活動への影響は僅かであったことが報告されている
（一ノ瀬他，２００６）。このように香りが生体に及ぼす影響については，香りの種類や環境
によって結果が異なっており一貫していない。
これまでの研究で香りと認知機能との関連についての知見も蓄積されており，皮膚温度
感覚（庄司，２０１０）や色の印象（井上・宮下，２０１７），記憶（牛山他，２０１８）に対して，
香りが影響を及ぼすことが確認されている。香りは単に気分を落ち着かせる効果だけでな
く，認知機能にも影響することが示されており，ひいてはパフォーマンスにも影響を及ぼ
しうると考えられる。田中（２０００）は，好きな香りが心理状態と知的作業遂行に与える影
響について検討し，好きな香りの気分誘導効果と異同音判断認知課題への作業効率を向上
させることを示している。しかしながら，香りの刺激とパフォーマンスの関連性を検討し
た研究では，同じ刺激を呈示してもグループ間で気分と数字を用いた間違い探し課題にお
いて作業成績への影響があるという結果（合原・岩下，２００３）や，無臭条件が最も計算課
題の正答数が上がるという結果（後藤他，２０１９），そもそも作業成績は香りによって変化
しないという結果（小池他，２０１３）が示されており，研究結果が一貫していない。田中
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（２０００）においては，香りを用いてパフォーマンスが有意に増加したと示していたが，実
験参加者の総数が記載されておらず，同一の実験参加者が類似の課題を連続で行うことに
よる順序効果が考慮されていなかった。また合原・岩下（２００３）では，実験参加者間計画
でパフォーマンスへの影響を実証しているが，全１５名の実験参加者を何人と何人に分割
し，どの程度向上したなどの詳細な記載が無かったため，適切に香りの影響を測定できた
のか不明瞭である。
香りの刺激の中でも扱いやすく実験の再現性が高いため，本研究においては精油（アロ
マ）を用いた。田中（２０００）では意図的に実験参加者の好みの香りを選択していたが，竹
村（２０１６）によると好みの香りの呈示であっても香りによる作業成績への影響が見られな
かったため，本研究では一般的に嗜好度の高い香りを採択した。小池他（２０１３）の実験で
は，事前調査で大学生１５名を対象に１０種の香りから最も鎮静する香りと最も覚醒する香り
を選別してもらい，その結果最も鎮静する香りであるオレンジと最も覚醒する香りである
ペパーミントが採択された。しかしながら，計算課題に対する香りの効果は確認されなかっ
た。一方，Itoh et al.（２００４）では，ペパーミントと同じ植物性の精油であるラベンダー
は，心拍変動に及ぼす影響が確認されており副交感神経優位になることが示された。さら
に，脳活動を測定し右上側頭回と右中心後回の代謝低下と，帯状回の左後部の活性化が確
認されたことから，ラベンダーには覚醒と注意集中を高める効果があるとしている（Itoh
et al.,２００４）。
また，村松他（２０００）は，オレンジの香りと同じ柑橘系に分類されるグレープフルーツ
の香りがリラクゼーションに有効であることを示している。グレープフルーツの香りは，
竹村（２０１６）の事前調査によって，９種（アニスシード，イランイラン，グレープフルー
ツ，真正ラベンダー，バジル，ブラックペッパー，マヌカ，ユーカリブルーガム，レモン
グラス）の香りの中から最も嗜好度が高い香りとして採択されており，無臭条件と比較し
て，ポジティブ感情が上昇し，しゃきっとすることが示されている。
本研究では，グレープフルーツとラベンダーの香りが気分や生理指標へ及ぼす影響を確
認し，香りによるパフォーマンス向上効果を明らかにすることを目的とした。ラベンダー
では主に覚醒と注意集中効果が，グレープフルーツにおいては主にポジティブ感情を上昇
し，眠気を抑制し，リラクゼーションを促進する効果が見られ，副交感神経活動優位にな
るなど，香りの心理的，生理的な影響が期待されるため，それに伴い作業成績が向上する
と予測された。香りがストレス状態下での単純作業能力の向上を促す刺激として活用でき
ることの根拠となると考えられる。

方法
実験参加者
実験参加者は合計で３３名（男性７名，女性２６名，平均年齢＝２１．０歳，SD＝．８６）であっ
た。そのうち作業課題と質問紙への回答が欠落している人を除外し，３２名（男性７名，女
性２５名，平均年齢＝２０．９歳，SD＝．８６）のデータを分析に用いた。精神・神経疾患に履歴
のある方，鼻炎などにより嗅覚能力に支障のある方を除外基準とした。
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刺激
香り刺激として，グレープフルーツとラベンダーの精油（アメージングクラフト）を用
いた。香り刺激は１５cm幅５mmの匂い紙（Ease-aroma）を７．５cmに切断し，不織布マスク
（メディコムジャパン：８．９cm±０．５cm×１７．８cm±０．５cm）の上部中央から３．５cm下に下
げた部分にセロハンテープを用いて貼り付けた。また，刺激となる精油または水道水は，７．５
cmに切断したニオイ紙の中心部にスポイトで０．２５ml滴下した。刺激の作成は匂いの混合
を防ぐため，別室で作成した。無臭（水道水）条件，ラベンダー条件，グレープフルーツ
条件の３条件を用意した。実験参加者ごとに各条件の順番をランダムに呈示し実施した。
マスクは実験参加者ごとに交換し，実験終了後に破棄した。

生理指標
自律神経活動の指標として，皮膚コンダクタンス水準（SCL : Skin Conductance Level），
心拍変動性（HRV : Heart Rate Variability），心拍間隔（IBI : Inter-Beat Interval）を用い
た。SCLの測定には計測器（Vega Systems）を用いた。自律神経活動の測定にはＭＰ１６０
システム（BioPac Systems）を使用した。心拍計測用の電極はディスポ電極Ｆビトロード
１５０（日本光電）を，皮膚電気活動計測用の電極にはディスポ電極PPS-EDA（清水化成品
関東）を使用した。両腕の内側に心拍計測用の電極を，利き腕ではない方の人先指と中指
の腹に皮膚電気活動計測用の電極を装着した。HRVは心拍を高速フーリエ変換によって
周波数解析し，０．１５Hz～０．４Hzの高周波成分が全体に占める割合を算出した（Task Force
of the European Society of Cardiology, The North American Society of Pacing and Electro-
physiology,１９９６）。

気分評定
「集中力があるか」，「疲労を感じているか」，「リラックスできているか」，「眠気
を感じているか」，「ポジティブな気分だ」，「ネガティブな気分だ」の計６項目につい
て，７件法（全く感じない：１点―非常に強く感じる：７点）で回答してもらった。

香りの評定
「薄い‐濃い」，「澄んだ‐濁った」，「重い‐軽い」，「嫌い‐好き」，「甘くない
‐甘い」の計５項目について，７件法（１点から７点，得点が上がるほど右の要素が強く
なる）で回答してもらった。

計算課題
本研究においては，精神的ストレスを生じさせることが知られている計算課題を用いた
（坂本・栗崎・小林，２０１６；Sumiyoshi et al., １９９８）。課題時間は１条件につき６分間実
施した。課題は隣接する２つの数字を加算し，解答の１の位の数字のみをテンキーで回答
するよう教示した。実験参加者とディスプレイとの距離は約７０cmとした。

手続き
事前に研究の趣旨について同意を得られた方に実験に参加してもらった。実験はベース
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ライン１０分間，１課題６分間×３条件を実施した。それぞれの課題の間に３０秒程度の質問
紙回答（気分の評定，香りの評定）の時間，および１分間のインターバルを設けた。実験
室入室後電極を装着し，実験全体を通して自律神経活動を測定した。ベースラインとして
安静時の自律神経活動を測定した後に，気分評定に回答してもらった。気分評定の回答終
了後に，本実験の計算課題の内容についてパワーポイントを用いて４５秒程度で説明を行っ
た。その後，練習課題を１分程度実施した。また，呼吸は鼻呼吸で行うよう指示した。そ
の後３条件で課題を実施した。実験全体は約６０分間であった。なお，本研究は大分大学福
祉健康科学部倫理委員会（承認番号：Ｆ２３００２５）の承認を得て実施した。統計解析には，
統計ソフトのHAD１８．０（清水，２０１６）を使用した。

結果
香りの印象得点
刺激の呈示方法が適切であるか確認するため，香りの印象得点に対して，１要因の分散
分析を行った。下位検定の多重比較はHolm法を用いた。各条件における香りの印象得点
の結果をFigure１に示した。

濃度において条件間で有意な差が確認された（F（２，６２）＝１４０．２，p＜．００１，ηp２＝．
８１９）。多重比較の結果，無臭，グレープフルーツ，ラベンダーの間には有意な差が見ら
れ，ラベンダー＞グレープフルーツ＞無臭の順で濃度が高いと評定された（padjs＜．００１）。
透明感においても有意差が見られた（F（２，６２）＝４．１２６，p＝．０２６，ηp２＝．１１７）。多重
比較の結果，グレープフルーツはラベンダーと無臭の２条件に対して透明感の主観的な評
価が有意に高かった（padjS＜．０３２）。しかし，無臭とラベンダーの間には有意な差は見ら
れなかった（t（３１）＝．６９，padjS＝．４９８，d＝．１８１）。軽さにおいても有意差が見られた
（F（２，６２）＝３２．８２１，p＜．００１，ηp２＝．５１４）。多重比較の結果，無臭，グレープフルー
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ツ，ラベンダーの間には有意な差が見られ，無臭＞グレープフルーツ＞ラベンダーの順で
軽さの評定が高かった（padjS＜．００３）。好感度においても有意差が見られた（F（２，６２）
＝７．６１７，p＝．００２，ηp２＝．１９７）。多重比較の結果，グレープフルーツはラベンダーと無
臭の２条件に対して好感度の主観的な評価が有意に高かった（padjS＜．００４）。しかし，無
臭とラベンダーの間には有意な差は見られなかった（t（３１）＝０．９７，padjS＝．３４２，d＝．２３２）。
甘さにおいては有意傾向となったものの（F（２，６２）＝３．１２２，ηp２＝．０９２，p＝．０５１），
下位検定では条件差は確認されなかった。これらの結果から，本実験で用いたマスクを用
いた香りの呈示方法が適切であったと言える。

主観的気分
気分得点に関してはベースラインを含めた，４条件での１要因の分散分析を行った。各
条件における気分得点の結果をFigure２に示した。

集中力において，条件差が統計的に有意となった（F（３，９３）＝８．２２２，p＜．００１，ηp２
＝．２１０）。多重比較の結果，ベースラインと比較して他の３条件で集中力が高かったが
（padjS＜．０５），香り刺激間の差は見られなかった。疲労感においても有意差が確認され
たが（F（３，９３）＝３．２３７，p＝．０２９，ηp２＝．０９５），多重比較では条件間で有意な差は見
られなかった。リラックス感において，条件差が見られ（F（３，９３）＝４．１９４，p＝．０１２，
ηp２＝．１１９），無臭条件のみベースラインからリラックス感が低くなった（t（３１）＝３．１１１，
padjS＝．０２４，d＝．７７１）。眠気においても条件差が有意となった（F（３，９３）＝２５．０９１，
p＜．００１，ηp２＝．４４７）。多重比較の結果，ベースラインが最も高く（padjS＜．００１），無臭
が他のグレープフルーツとラベンダー条件より眠気が高かった（padjS＜．００５）。グレープ
フルーツとラベンダー条件に差は見られなかった。
ポジティブ感情においても条件差が有意となった（F（３，９３）＝３．２６０，p＝．０３４，ηp２
＝．０９５）。多重比較の結果，グレープフルーツ条件のみベースラインより高くなった（t
（３１）＝３．４１０，padjS＝．０１１，d＝．６８３）。ネガティブ感情においても条件差が有意となっ
た（F（３，９３）＝３．６８９，p＝．０１５，ηp２＝．１０６）。多重比較の結果，グレープフルーツ条
件のみベースラインより低くなった（t（３１）＝３．２１５，padjS＝．０１８，d＝．５６３）。
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生理指標
気分得点と同様，SCL，IBI，HRVについて，４条件での分散分析を行った。SCL（ベー
スラインM＝５．３０SD＝３．１８；無臭M＝８．９１，SD＝５．０２；グレープフルーツM＝９．０２，SD
＝４．８６；ラベンダー：M＝９．２０，SD＝４．７２）において，主効果が有意となった（F（３，９３）
＝．２４４，p＜．００１，ηp２＝．４２３）。ベースラインと比較して他の３条件でSCLが高かった
（padjS＜．００１）。IBI（ベースラインM＝０．３６，SD＝０．２２；無臭：M＝０．３５，SD＝０．２０；
グレープフルーツ：M＝０．３４，SD＝０．２０；ラベンダー：M＝０．３７，SD＝．２０）においては，
統計的な差は見られなかった（F（２，９３）＝．２４４，p＝．８０６，ηp２＝．００８）。また，HRV
（ベースラインM＝３５．７，SD＝２２．２；無臭M＝３５．２，SD＝２０．３；グレープフルーツM＝
３４．１，SD＝１９．６；ラベンダーM＝３７．３，SD＝２０．０）においても同様に，統計的な差は確
認されなかった（F（２，９３）＝．２４４，p＝．８０６，ηp２＝．００８）。

作業成績
香りの印象得点と同様にそれぞれの作業成績に対して，１要因の分散分析を行った。各
条件における作業成績の結果をFigure３に示した。正答数（F（２，６２）＝０．８６９，p＝．４２，
ηp２＝．０２７），誤答率（F（２，６２）＝０．１２５，p＝．８７，ηp２＝．００４），総回答数（F（２，６２）
＝０．７４０，p＝．４７１，ηp２＝．０２３）ともに統計的な有意差は確認されなかった。
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気分や生理指標と作業成績の関連性
誘導された気分が作業成績に及ぼす影響について検討するため，各条件における気分評
定からベースラインの値を差分し，全実験参加者における作業成績との関連性について検
討した。集中力，疲労感，リラックス，眠気，ポジティブ，ネガティブを説明変数とし，
正答数を目的変数としてそれぞれ単回帰分析を行った。その結果，集中力（R２＝．０５４，b
＝６．３６６，SE＝２．７６０，t（９４）＝２．３０６，p＝．０２３），疲労感（R２＝．１３５，b＝‐８．９６１，SE
＝２．３３７，t（９４）＝‐３．８３５，p＜．００１），リラックス（R２＝．０７５，b＝６．５０５，SE＝２．３６５，
t（９４）＝２．７６１，p＝．００７），眠気（R２＝．０８５，b＝‐７．７３５，SE＝２．６１５，t（９４）＝‐２．９５８，
p＝．００４），ポジティブ（R２＝．０５１，b＝６．６７９，SE＝３．００７，t（９４）＝２．２５４，p＝．０２６），
ネガティブ（R２＝．０６２，b＝‐７．７３４，SE＝３．１０４，t（９４）＝‐２．３６１，p＝．０１４）の全ての
説明変数が正答数を有意に予測していた。同様に各生理指標と正答数の関連性について検
討した所，IBI（R２＝．００３，b＝．０５７，SE＝．０７３，t（９４）＝０．５５１，p＝．５８３），HRV（R２

＝．００５，b＝．０６９，SE＝４．６１，t（９４）＝０．６６８，p＝．５０６），SCL（R２＝．００３，b＝‐．０５９，
SE＝１．３４，t（９４）＝‐０．５７２，p＝．５６９）のすべてにおいて関連性が見られなかった。

考察
本研究ではグレープフルーツとラベンダーの香りが主観や生理に影響を及ぼし，作業成
績を向上させることを示すことが目的であった。本研究の結果から，グレープフルーツの
香りは，ポジティブな気分を促進し，ネガティブな気分を抑制し，課題中の眠気を抑える
とともに，リラックスした状態を維持する効果があることが示された。これらの結果は，
グレープフルーツ条件が無臭条件と比較してポジティブ感情を上昇させ，しゃきっとする
ことを示した知見（竹村，２０１６）や，グレープフルーツのリラクゼーション効果を示した
知見（村松他，２０００）と一致していた。また，グレープフルーツとラベンダーの香りでは
同程度，眠気を抑制する効果が示され，仮説通りラベンダーの覚醒効果が認められた。さ
らにラベンダーにおいても課題前のリラックスした状態を維持する効果が示された。比留
間他（２０２２）のように，本研究においてはマスクに付着したグレープフルーツの香り刺激
によって，実験参加者に対してベースラインと比較してポジティブ気分誘導効果が生じて
いたことが明らかになった。これらのことから，本研究で用いたラベンダーとグレープフ
ルーツの香りは予測通り気分の誘導効果が認められた。特にグレープフルーツは，ポジティ
ブ，ネガティブな気分に対する気分誘導効果がラベンダーより高かった。
皮膚電気活動の結果から，ベースラインと比較して，課題実施中に交感神経活動が亢進
していることが確認された。しかしながら，本研究においては菊本他（２０１７）の研究とは
異なり，香りが生理指標へ与える影響は確認されなかった。菊本他（２０１７）では，条件に
よって日を変えているのに対し，本研究では同日に短時間で別の条件を実施したことも影
響しているのかもしれない。作業成績については，グレープフルーツ条件で総回答数，正
答数が上昇しているが，統計的な差は確認されなかった。しかしながら，回帰分析の結果
から，誘導された集中力・疲労感・リラックス・眠気・ポジティブ・ネガティブな気分
が，正答数を予測することが明らかとなった。香りによって気分が誘導され，誘導された
気分に伴い作業成績が向上する可能性を示唆している。
年齢や性別によって香りの刺激が与える効果が異なることが報告されている（Lao-
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hakangvalvit et al., ２０２３）。瞑想状態の変化では，２０代女性に対しては，ウッディ系・ラ
ベンダー系の香りが効果があるのに対し，４０代から５０代の女性にはラベンダー系の香りの
効果は薄かった。また，フローラル系の香りは年代問わず効果があったものの，４０‐５０代
女性に対しての効果がより大きくなった。またその一方で男性への効果は表れなかったこ
とが示されている。本研究では主に２０‐２２歳の成人が実験参加者として参加したため，本
研究と同じ香りの刺激や同一の課題条件であっても実験対象者の年齢や性別によっては，
結果が異なる可能性も考えられる。
本研究では，グレープフルーツとラベンダーの香りが気分に影響を及ぼし，誘導された
気分と作業成績に関連性があることを示した。本研究では，作業成績に影響を及ぼすと考
えられたグレープフルーツとラベンダーの香りを採用したが，香りによって効果が異なる
ことが先行研究で示されており（小池他，２０１３），今後さまざまな香りによる効果を検証
する必要があろう。また，本研究では課題として計算課題を用いたが，課題によっては効
果が異なることも考えられる。よって，今後はどのような課題に対して，どの香り刺激が
有効であるかについても検証していく必要がある。香りによる心身への効果のさらなる知
見の蓄積が必要であろう。
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付記
本論文は筆頭著者の令和５年度の卒業論文を加筆・修正したものである。本研究の一部
は，日本感情心理学会第３２回大会で発表された。
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大分大学福祉健康科学部における紀要の発行及び投稿に関する内規

令和２年１０月１４日制定
令和２年福祉健康科学部内規第５号

（趣旨）
第１条 この内規は，大分大学福祉健康科学部紀要編集委員会内規（令和２年福祉健康科
学部内規第４号）第１１条の規定により，大分大学福祉健康科学部における紀要（以下
「紀要」という。）の発行及び投稿に関し必要な事項を定める。

（名称）
第２条 紀要の名称は，福祉健康科学とする。

（発行及び編集）
第３条 紀要は，大分大学福祉健康科学部（以下「本学部」という。）が主体となって発
行し，その編集は大分大学福祉健康科学部紀要編集委員会（以下「紀要編集委員会」と
いう。）が行う。

（収録内容）
第４条 紀要は，次の各号に掲げる原稿を掲載する。
（１） 未発表の原著論文
（２） 研究ノート
（３） 事例研究
（４） 調査報告等（調査報告，実践報告，資料及び書評をいう。以下同じ。）
（５） その他紀要編集委員会が認めるもの

（査読）
第５条 投稿された原稿の査読は，次の各号に掲げるとおりとする。
（１） 査読の対象は，前条各号に掲げる原稿とする。
（２） 前条第１号から第３号までの原稿については，内容及び専門性をもとに，紀要

編集委員会が大分大学内外の教育・研究機関等の研究者の中から２人の査読者を
選任する。

（３） 前条第４号及び第５号の原稿については，内容及び専門性をもとに，紀要編集
委員会が１人の査読者を選任する。

（４） 前二号に規定する査読者は非公表とする。
（５） 査読者は，所定の期日までに紀要編集委員会に対して審査報告書（所定様式）

を提出し，当該審査報告書に，審査の結果とともにその理由を記入するものとす
る。

（６） 審査結果は，次に掲げるいずれかとする。
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ア Ａ（採択） 原稿のまま，掲載可の水準にあると認められる。
イ Ｂ（一部修正） 掲載できる水準にあるが，一部修正が必要である。
ウ Ｃ（修正） 大幅な修正が必要である。
エ Ｄ（不採択） アからウまでの水準に達していない。

（掲載の決定）
第５条の２ 紀要編集委員会は，前条第６号に規定する査読者の審査結果に基づき，原稿
の掲載の条件及び可否を決定する。
２ 紀要編集委員会は，原著論文の審査結果が，査読者２人のうち，少なくとも１人が前
条第６号ウ又はエである場合，査読者の審査結果に係る意見を十分に考慮するものとす
る。
３ 前項の場合において，紀要編集委員会は，当該原稿の投稿時に原著論文として申請し
たものであっても，当該審査結果に基づき，研究ノート，事例研究，調査報告等，その
他紀要編集委員会が認めるものとすることを掲載条件とすることがある。

（投稿資格）
第６条 投稿資格は，投稿日において，次の各号のいずれかに該当するものとする。
（１） 本学部若しくは福祉健康科学研究科の主担当教員又は定年退職した本学部若し

くは福祉健康科学研究科の主担当教員（以下「本学部教員」という。）であること。
（２） 本学部に在籍する学生若しくは本学部の卒業生又は福祉健康科学研究科に在籍

する大学院生若しくは福祉健康科学研究科の修了生であって，本学部教員の推薦
があること。この場合において，当該本学部教員は，原則として投稿しようとす
る者の指導教員又は指導教員であった者とする。

２ 前項各号に該当する者以外の者が投稿する場合は，本学部教員が共同執筆者でなけれ
ばならない。
３ 投稿（共同執筆の場合を含む。）又はその推薦を行う本学部教員は，投稿日において，
次の各号に掲げる研究倫理に関する要件のうち，二以上に該当するものとする。
（１） 国立大学法人大分大学における公的研究費の不正使用防止等に関する規程（平

成２７年規程第３４号）第１４条に規定するコンプライアンス教育等に関する研修会を
受講（ビデオ視聴による受講を含む。）すること。

（２） 独立行政法人日本学術振興会が作成した研究倫理に係る教材による研修を受講
すること。ただし，その要件は，当該受講修了年度から３年以内とする。

（３） 国立大学法人大分大学が作成した研究活動上の不正行為及び公的研究費の不正
使用を防止するための基本的事項を収録した手引書を確認すること。

（編数，提出方法，使用言語及び字数制限）
第７条 投稿できる編数は，単著及び共著（筆頭著者の場合）にあっては１人１編とし，
筆頭著者以外の者が著者となる共著にあっては，編数に制限を設けないものとする。
２ 原稿は，別に定める要領に基づいて作成し，当該原稿の電子データを紀要編集委員会
に送付する。
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３ 紀要に使用できる言語は，日本語又は英語とする。

（発行時期及び原稿の締切）
第８条 紀要は，原則として毎年１０月及び２月に発行し，それぞれ第１集及び第２集とす
る。
２ 原稿の締切日は，毎年，第１集は５月末日，第２集は１０月末日とする。

（原稿の校正）
第９条 原稿の校正は，原則として二校までとする。
２ 原稿の校正において，原文を甚だしく修正することは認めない。

（発行形態及び公表）
第１０条 紀要発行の形態は，原則として電子的方式とする。
２ 掲載された論文等は，インターネット等により学内外に公表する。

（著作権）
第１１条 掲載された論文等の著作権は，大分大学福祉健康科学部紀要編集委員会に帰属す
る。ただし，著作者は著作権が紀要編集委員会に帰属する著作物を自ら利用することが
できる。

（論文等配列の順序）
第１２条 論文等配列の順序は，原則として著者名（共著の場合は筆頭著者）の五十音順と
し，原著論文，研究ノート，事例研究，調査報告等，その他紀要編集委員会が認めるも
のの順とする。

（雑則）
第１３条 この内規に定めるもののほか，紀要の発行及び投稿に関し必要な事項は，別に定
める。

附 則
この内規は，令和２年１０月１４日から施行する。

附 則（令和４年福祉健康科学部内規第１号）
この内規は，令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和５年福祉健康科学部内規第１号）
この内規は，令和５年７月１２日から施行する。

附 則（令和６年福祉健康科学部内規第１号）
この内規は，令和６年７月１０日から施行する。
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『福祉健康科学』執筆要領

紀要編集委員会

１ 『福祉健康科学』に投稿された原稿については，大分大学福祉健康科学部における紀
要の発行及び投稿に関する内規（令和２年福祉健康科学部内規第５号）に定められた査
読を行う。

２ 原著論文とは，研究の学術的貢献度および論文としての完成度が高くオリジナリティ
を有する論文である。研究ノート，事例研究とは原著論文のレベルには達しないものの
掲載することが有意義と認められるものとする。

３ 使用できる言語は，日本語又は英語とする。

４ 原稿は，表紙，表紙の次のページ，本文，から構成され，原則としてワープロソフト
で作成するものとする。日本語の原稿は縦置きのＡ４版に横書きで，全角４０字×４０行に
て作成する。英語の場合は，これに準じた任意の様式とする。表紙の次のページを１ペー
ジ目としてページ番号をつけるとともに，全てのページに行番号をつけ，本文にも続け
て記載する＊。原稿の電子ファイルは編集委員会事務局（福祉健康科学部事務部総務係
fukusisomu@oita-u.ac.jp）に提出するものとする。投稿に際して推薦が必要な場合は，
原稿とあわせて推薦書を提出する。

＊行番号をページごととするか，ページを跨いで通し番号とするかについては，執筆者
の専門分野に応じて選択して良いものとする。判断に迷うようであれば，ページを跨
いで行番号を付ける。

５ 原稿の字数又は語数は次のとおりとし，これには表紙，表紙の次のページ，図表，図
表のタイトルと説明，引用文献，は除く。
（１）原著論文は上限を２万字（日本語の場合）または６，０００語（英語の場合）とする。
（２）研究ノート，事例研究，調査報告等（調査報告，実践報告，資料，書評）及びその
他紀要編集委員会が認めるものは，上限を１万字（日本語の場合）または２，０００語
（英語の場合）とする。

（３）図表は合わせて５枚までとする。

６ 原稿には，次の内容を記載し，１つのWordファイルとして提出する。
（別紙参照）
（１）表紙
①日本語及び英語の表題（タイトル）と副題（サブタイトル，任意）
②原稿の種類：原著論文，研究ノート，事例研究，調査報告等（調査報告，実践報告，
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資料，書評）及びその他紀要編集委員会が認めるもの
③著者全員の氏名（ローマ字を併記）・所属
著者氏名・所属については，著者氏名に「上付き」で番号を表示し，次の行に
番号を付けて所属を記す（紐づけする）。
例：○○○○１ ・△△△△２ ・□□□□１，２

１ 大分大学福祉健康科学部心理学コース
２ 大分大学福祉健康科学研究科臨床心理学コース

④福祉健康科学部の学生・卒業生または福祉健康科学研究科の大学院生・修了生が筆
頭者の場合は，専任教員名（原則として，指導教員）
⑤連絡先（郵便番号，住所，電話番号，メールアドレス）

（２）表紙の次のページ
①要旨（日本語及び英語，日本語は４００字以内，英語は２００語以内で作成）
②キーワード（日本語・英語でともに５個以内で作成）
③利益相反（COI）の有無
例：COIがない場合『COIなし』
例：COIが存在する場合『著者〇〇は□□社の社外取締役に就任している』
『著者◎◎は株式会社△△から奨学寄付金＊＊円を受けている』

※利益相反（COI）が存在する場合には，方法にも上記文章を記すこと。
④研究倫理において承認番号を得ている場合は表記する（該当しない場合，記載は不
要）

（３）本文
①本文は「表紙」，「表紙の次のページ」の次のページの１行目から始める｡
②表は引用文献の後に掲載する。表を掲載する位置は，本文中に括弧に入れて示す。
例：（表１はここに掲載）
※表の番号や表のタイトルと説明は，個々の表の上に記す。
③図は引用文献の後（表がある場合は表の後）に掲載する。図を掲載する位置は，本
文中に括弧に入れて示す。
例：（図２はここに掲載）
※画質の解像度に問題がある場合には修正を求めることがある。
※図の番号や図のタイトルと説明は，個々の図の下に記す。
例：図１ 実験プロトコール

同意の得られた学生を無作為に２群に分け，それぞれにＡメソッド，
Ｂメソッドによる介入を実施した。６ヶ月後に，Ｃ試験によりＤ特性を
評価し，それぞれのメソッドの有効性を検討した。数値は平均（９５％信
頼区間）で示す。

図２ 我が国における代表的な地震災害
過去３０年間に我が国において発生したＭ７以上の地震を示す。GHAE
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阪神淡路大震災；GEJE東日本大震災；KE熊本地震。
④倫理研究に関する表記を方法に記す。
ヒトを対象とする研究である場合は，福祉健康科学部倫理委員会又はそれに相当す
る委員会による承認を受けている旨を，承認番号とともに記すこと。動物を対象と
する研究である場合は，大分大学動物実験委員会による承認を受けている旨を承認
番号とともに方法に記すこと。これらの承認が必要か否か著者では判断がつかない
場合は，それぞれの委員会等に事前に相談すること。

（４）レイアウトは以下の通りとする。
①表題（タイトル）は１６pt，副題（サブタイトル；）は１２ptで，日本語の場合は明朝
体を，英語の場合はTimes New Romanを使用する。
②その他は１０．５ptとする。日本語の場合は明朝体を，英語の場合はTimes New Roman
を使用する。日本語の句読点は「，」「。」とする。数字については，明朝体かTimes
New Romanのいずれかに統一し，半角か全角のいずれかに統一する。
③提出する原稿の余白は全て，上３５mm，下３０mm，左右３０mm（Wordデフォルト設
定）とする。

７ 文献の記載等は，専門領域に応じて，次のように行うものとする。
（１）理学療法コース（福祉健康科学部），健康医科学コース（福祉健康科学研究科）文
献は本文の引用箇所の肩に１），２）・・・８）などの番号で示し，本文の原稿の最
後に一括して引用番号順に記載する。記載の方法は，次の例示による。
雑誌の場合：PubMedのCite機能のAMA Formatを用いる。日本語雑誌の場合は，それ
に準じた表記とする。
・Tashiro N, Sugata H, Ikeda T, et al. Effect of individual food preferences on oscillatory
brain activity. Brain Behav.２０１９；９（５）：e０１２６２．
・相垣敏郎，堀内貴之．ショウジョウバエゲノムにおける遺伝子機能の集積化と多様
性．細胞工学２００４；２３：４４８．４５１．
単行本の場合
・Crosskey, R. W. : First Update to the Taxonomic and Geographical Inverntory of World
Blackflies.８０pp., The Natural History Museum, London,１９９９．
単行本の中から分担執筆者が書いた一部分を引用する場合
・Currie, D. C. : Black Flies (Diptera : Simuliidae) of the Yukon, with Reference to the
Blackfly Fauna of Northwestern North America. pp.５６３.６１４. In : H.V. Danks and J.A.
Downes, eds., Insects of the Yukon. １,０３４pp., Biological Survey of Canada, Ottawa,
１９９７．
訳本の場合
・Chauvin, R. : The World of Insect,１９６７．日高敏隆，平井剛夫訳：昆虫の世界．３１１
pp., 平凡社，東京，１９７１．

（２）社会福祉実践コース（福祉健康科学部），福祉社会科学コース（福祉健康科学研究
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科）執筆にあたっては，日本社会福祉学会・機関誌『社会福祉学』執筆要領〔引用法〕
（最新版）又は日本社会学会編集委員会『社会学評論スタイルガイド（「注」「引用」
「文献」に関する部分）』（最新版）に従う。

（３）心理学コース（福祉健康科学部），臨床心理学コース（福祉健康科学研究科）「心
理臨床学研究」又は「心理学研究」の書式に準じる。詳細や具体例については最新版
の「心理臨床学研究論文執筆ガイド」又は「心理学研究執筆・投稿の手引き」を参照
すること。

付則
この要領は，令和２年１０月１４日から施行する。
この要領は，令和４年７月１３日から施行する。
この要領は，令和５年７月１２日から施行する。
この要領は，令和６年９月１１日から施行する。
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推 薦 書

年 月 日

大分大学福祉健康科学部長 殿

ﾌﾘｶﾞﾅ
氏名（自署）

私は，投稿者 が『福祉健康科学』第 号第 集

に投稿する原稿に関して，執筆内容・図表全てに，捏造，改ざん及び盗用等の不正がない

ことを確認し，推薦いたします。

「捏造」 ：存在しないデータ，研究結果等を作成すること。
「改ざん」：研究資料，機器又は研究過程を変更する操作を行い，データ，研究活動に

よって得られた結果等を真正でないものに加工すること。
「盗用」 ：他の研究者のアイディア，分析，解析方法，データ，研究結果，論文又は用

語を当該研究者の了解又は適切な表示なく流用すること。
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